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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債の潜在株式の調整計算の結

果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。第46期の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、新株引受権付社債（旧商法第341条の８）を発行しておりますが、新株引受権に係るプ

レミアムが生じていないため記載しておりません。第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりません。第48期及び第49期の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載してお

りません。 

３ 第45期において、㈱ポット・アンド・ポット（旧社名 富士防災㈱）を新たに連結の範囲に含めておりま

す。 

４ 第45期において、㈱ゴルフ西洋株式の全てを売却したため、関係会社に該当しなくなり、持分法適用対象か

ら除外しております。 

５ 第46期において、㈱上海エクスプレス（旧社名 築地家㈱）を新たに連結の範囲に含めております。 

６ 第47期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

売上高 (百万円) 149,227 145,979 141,054 117,962 122,386 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 17,169 15,041 12,434 △1,157 2,181 

当期純利益又は当期純損失

(△) 
(百万円) 4,491 8,598 5,691 △758 △387 

純資産額 (百万円) 71,540 70,472 63,724 65,000 69,024 

総資産額 (百万円) 130,486 106,974 99,153 97,522 98,124 

１株当たり純資産額 （円） 108,448 112,399 112,331 108,567 109,441 

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△) 
（円） 6,808 13,484 9,412 △1,329 △690 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 54.8 65.9 64.3 66.7 70.3 

自己資本利益率 （％） 6.3 12.2 8.9 △1.2 △0.6 

株価収益率 （倍） 27.0 12.2 17.5 △130.2 △269.6 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 15,178 △8,912 14,238 △1,991 5,139 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △1,774 2,821 △3,890 △4,058 △3,904 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △2,543 △2,792 △13,495 7,876 △799 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(百万円) 35,658 26,936 23,635 25,542 26,018 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

2,839 

(11,970)

2,473 

(12,103)

2,435 

(11,731)

2,360 

(11,378)

2,336 

(11,827)



７ 第47期において、ヨシノヤアメリカ・インク、ヨシノヤニューヨーク・インクを新たに連結の範囲に含めて

おります。 

８ 第47期において、㈱ハミータコーポレーションは、平成15年２月28日付で解散決議をおこなったため、連結

の範囲から除外しております。 

９ 第48期において、㈱関山、㈱新杵の２社を新たに連結の範囲に含め、㈱はなまるについては持分法を適用し

ております。 

10 第49期において、㈱九州吉野家を新たに連結の範囲に含めております。 



(2）提出会社経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債の潜在株式の調整計算の結

果、１株当たり当期純利益が減少しないため、記載しておりません。第46期の潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株引受権付社債（旧商法第341条の８）を発行しておりますが、新株引受権に係る

プレミアムが生じていないため、記載しておりません。第47期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりません。第48期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

３ 第47期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

売上高 (百万円) 87,960 86,513 86,338 63,201 65,773 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 16,411 15,267 12,452 △1,264 1,889 

当期純利益又は当期純損失

(△) 
(百万円) 5,723 5,558 5,005 △2,929 721 

資本金 (百万円) 10,265 10,265 10,265 10,265 10,265 

発行済株式総数 （株） 662,400 662,405 662,405 662,405 662,405 

純資産額 (百万円) 74,387 70,499 63,386 62,543 67,446 

総資産額 (百万円) 89,230 80,373 74,333 74,359 75,152 

１株当たり純資産額 （円） 112,763 112,441 111,734 104,464 106,970 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額) 

（円） 

（円） 

3,200 

(1,600)

3,200 

(1,600)

3,200 

(1,600)

2,400 

(1,600)

1,600 

(800)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△) 
（円） 8,676 8,716 8,259 △5,134 1,128 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
（円） － － － － 1,114 

自己資本比率 （％） 83.4 87.7 85.3 84.1 89.7 

自己資本利益率 （％） 7.7 7.9 7.9 △4.7 1.1 

株価収益率 （倍） 21.2 18.9 20.0 △88.5 164.9 

配当性向 （％） 36.9 36.1 38.7 － 141.8 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（名） 

1,080 

(6,287)

1,011 

(6,238)

1,016 

(6,341)

1,022 

(5,705)

979 

(5,881)



２【沿革】 

年月 概要 

昭和33年12月 株式会社吉野家を設立。 

昭和34年１月 中央卸売市場内で牛丼店を開店。 

昭和43年12月 チェーン化を目指し、新橋駅前に新橋店を開店。 

昭和48年４月 フランチャイズ募集開始、１号店を小田原に出店。 

昭和52年11月 米国西海岸での店舗展開を目的として、ヨシノヤウエスト・インク（現・連結子会社）を設立。 

昭和55年７月 会社更生手続開始申立。 

昭和55年11月 会社更生手続開始決定。 

昭和58年３月 会社更生計画認可決定。 

昭和61年12月 埼玉県大利根町に東京工場を開設。 

昭和62年３月 会社更生手続終結決定。 

昭和62年10月 台湾での店舗展開を目的として台湾吉野家(股)（現・連結子会社）を設立。 

昭和63年３月 ㈱ディー・アンド・シーを吸収合併し、併せて商号を㈱吉野家ディー・アンド・シーに変更。 

平成元年１月 大型ホストコンピュータ及びポスシステムを導入。 

平成２年１月 株式を店頭売買銘柄として社団法人日本証券業協会に登録。 

平成３年２月 香港、マカオでの店舗展開を目的としてＭＩＴＴＢＯ ＬＴＤに出資。 

〔ヨシノヤファーストフード（香港）リミテッド〕 

平成６年８月 東京工場（埼玉県大利根町）二期工事完了によりミートセンター（食肉スライス工場）、野菜加

工センターを開設。 

平成６年12月 大東産業㈱〔現㈱沖縄吉野家〕の株式取得（現・連結子会社） 

平成７年４月 三重県上野市に西日本配送センターを開設。 

平成８年10月 ㈱コモコフード〔現㈱ピーターパンコモコ〕の株式取得（現・連結子会社） 

平成９年５月 ㈱ハミータコーポレーションの株式取得 

平成10年９月 ダンキン事業終結。 

平成11年10月 更生会社㈱京樽の株式取得（現・連結子会社） 

平成12年11月 東京証券取引所市場第一部に上場。 

平成13年１月 米国ニューヨーク地区での店舗展開を目的としてヨシノヤニューヨーク・インク（現・連結子会

社）を設立。 

平成13年２月 環境管理システム国際規格「ＩＳＯ14001」取得。 

平成14年４月 更生会社㈱京樽の会社更生手続終結決定。 

平成14年６月 中国上海地区での店舗展開を目的として上海吉野家快餐(有)を設立。 

平成14年10月 新規事業戦略の一環として㈱上海エクスプレス（現・連結子会社）による㈱上海エクスプレスワ

ールドワイドの営業の一部譲受け。 

平成15年１月 米国内子会社の効率運営を図る目的として持株会社ヨシノヤアメリカ・インク（現・連結子会

社）を設立。 

平成15年２月 ㈱ハミータコーポレーションの解散決定。 

平成16年２月 米国産牛肉輸入禁止措置により牛丼を一時販売休止。 

平成16年６月 ㈱はなまるの株式取得（現・持分法適用会社） 

平成17年４月 ㈱九州吉野家の設立（現・連結子会社） 

平成17年９月 ㈱京樽（現・連結子会社）がジャスダック証券取引所に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社、子会社20社、関連会社４社およびその他の関係会社２社に

より構成され、牛丼のファーストフード店「吉野家」を主軸に和風ファーストフード店、回転寿司店等の外食事業を

主な内容とし、事業を展開しております。 

 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 なお、事業区分は、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

 上記グループ事業の系統図は次のとおりであります。 

事業区分 主要な商品等の名称 主要な会社 

牛丼関連事業 

牛丼、豚丼、朝定食、お新香等および肉、

米、タレ等の食材並びに弁当箱等の包材およ

び備品 

当社 

㈱沖縄吉野家 

㈱九州吉野家 

㈱北海道吉野家 

ヨシノヤウエスト・インク 

ヨシノヤフランチャイズオブノースアメリ

カ・インク 

ヨシノヤアメリカ・インク 

ヨシノヤニューヨーク・インク 

台湾吉野家(股) 

寿司関連事業 
店頭販売における鮨の持ち帰りおよび回転寿

司 

㈱京樽 

㈱関山 

スナック関連事業 

たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体

とした各種和風ファーストフード、和菓子の

製造・販売 

㈱ピーターパンコモコ 

㈱新杵 

その他飲食事業 
カレーの店頭販売、中華・西洋料理の宅配、

さぬきうどんの店頭販売 

㈱ポット・アンド・ポット 

㈱上海エクスプレス 

㈱はなまる 

その他の事業 施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸他 
㈱ＭＲサービス 

㈱コンスタンツ 



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 

所有
割合 
(％) 

被所
有割
合 
(％) 

役員の兼任 

資金援助 営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社
役員 

当社
従業
員 

（連結子会社）                     

ヨシノヤアメリカ・イ

ンク 

米国カリフォ

ルニア州 

百万USドル 

8 

牛丼関連

事業 
100.0 － 2 － － 

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。 

－ 

ヨシノヤウエスト・イ

ンク 

米国カリフォ

ルニア州 
4 
牛丼関連

事業 

100.0 

(100.0)
－ 1 1 債務保証 － － 

ヨシノヤフランチャイ

ズオブノースアメリ

カ・インク 

米国カリフォ

ルニア州 
0 
牛丼関連

事業 

100.0 

(100.0)
－ 1 1 － － － 

ヨシノヤニューヨー

ク・インク 

米国ニューヨ

ーク州 
4 
牛丼関連

事業 

100.0 

(100.0)
－ 1 1 － － － 

台湾吉野家(股) 台湾台北市 
百万NTドル 

176 

牛丼関連

事業 
83.4 － 1 2 

貸付およ

び債務保

証 

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。 

－ 

㈱沖縄吉野家 沖縄県浦添市 
百万円 

350 

牛丼関連

事業 
100.0 － 2 2 債務保証 

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。 

－ 

 ㈱九州吉野家 福岡県福岡市 
  

10 

牛丼関連

事業 
100.0 － 1 3 

貸付およ

び債務保

証 

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。 

－ 

㈱京樽 東京都中央区 3,425 
寿司関連

事業 
50.1 － 1 － － － 

賃貸

店舗 

㈱関山 東京都港区 10 
寿司関連

事業 

50.1 

(50.1)
－ － － － － － 

㈱ピーターパンコモコ 東京都新宿区 83 
スナック

関連事業 
100.0 － 3 1 貸付 

当社の食材を販売

しております。 

賃貸

店舗 

㈱新杵 東京都清瀬市 85 
スナック

関連事業 

50.1 

(50.1)
－ － － － － － 

㈱ポット・アンド・ポ

ット 
東京都新宿区 200 

その他飲

食事業 
100.0 － 2 2 貸付 

当社の食材を販売

しております。 

賃貸

店舗 

㈱上海エクスプレス 東京都新宿区 400 
その他飲

食事業 
90.0 － 1 2 

貸付およ

び債務保

証 

－ － 

㈱ＭＲサービス 東京都豊島区 70 
その他の

事業 
100.0 － 3 2 － 

当社および関係会

社の店舗施設の営

繕業務を行ってお

ります。 

－ 

㈱コンスタンツ 東京都新宿区 15 
その他の

事業 
100.0 － 1 3 貸付 

当社が不動産を賃

借しております。 

賃借

店舗 

 



 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

３ ㈱京樽は特定子会社であり、有価証券報告書を提出しております。なお、㈱京樽は有価証券報告書を提出し

ているため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

４ 伊藤忠商事㈱は有価証券報告書を提出しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 

主要な事
業の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 

所有
割合 
(％) 

被所
有割
合 
(％) 

役員の兼任 

資金援助 営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社
役員 

当社
従業
員 

（持分法適用関連会社）                     

㈱北海道吉野家 
北海道苫小牧

市 
200 

牛丼関連

事業 
49.0 － 1 2 

貸付およ

び債務保

証 

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。 

－ 

㈱はなまる 東京都中央区 134 
その他飲

食事業 
33.4 － 1 2 － － － 

（その他の関係会社）                     

伊藤忠フレッシュ㈱ 東京都港区 1,000 
その他の

事業 
－ 21.1 － － － － － 

伊藤忠商事㈱ 東京都港区 202,241 
その他の

事業 
－ 

21.1 

(21.1)
1 － － 

当社が食材等を購

入しております。 
－ 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日7.5時間換算）であります。 

(3）労働組合の状況 

 （注） 上記労働組合は、ユニオンショップ制であります。なお、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

牛丼関連事業 1,172（ 7,648） 

寿司関連事業 769（ 2,905） 

スナック関連事業 302（  931） 

その他飲食事業 29（  333） 

その他の事業 64（   10） 

合計 2,336（11,827） 

  平成18年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

979（5,881） 36.6 11.5 5,905 

  平成18年２月28日現在

会社名 結成年月 労働組合名称 組合員数（名） 

㈱吉野家ディー・アンド・

シー 
平成６年９月 

吉野家ディー・アンド・シ

ー・ユニオン 
842 

㈱京樽 昭和62年９月 全京樽労働組合 724 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国の経済は、設備投資の増加や基準地価の上昇、有効求人倍率の回復などの景況指

数が順調に伸張する中、企業業績の回復が個人消費の改善をもたらし、景気全般としては堅調に推移いたしまし

た。しかしながら、定率減税の縮減や年金保険料の負担増が家計を圧迫する可能性や、原油の相場高騰による企業

業績悪化の懸念など先行きの不透明感は未だ残っております。 

 外食業界におきましても、マーケット規模の縮小に加え、店舗数過剰による競争の熾烈化により、既存店舗売上

高の低迷が長期化し、依然として厳しい状況が続いております。 

 当社グループを始めとした、牛肉を主力原材料とする外食企業に多大な影響を及ぼした米国産牛肉の輸入禁止措

置は平成17年12月にいったん解除されたものの、その直後に米国の１パッカーのコンプライアンス違反により再び

輸入禁止となり、再開までには、未だ時間がかかる見込みです。 

 この様に当社グループを取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続いておりますが、当社グループでは更なる事業

の拡大を図るとともに、一層のローコスト経営に取り組み、経営構造の変革に努めてまいりました。 

 特に、主力事業であります「吉野家」につきましては、「新・定番」とした４商品の継続的な改良に加え、「牛

焼肉定食」「豚生姜焼定食」などの定食商品の導入や、セールスプロモーションを積極的に実施して業績の回復を

図ってまいりました。 

 その結果、当連結会計期間における連結売上高は1,223億86百万円、前年同期比3.8％の増収となりました。利益

面につきましても、営業利益は26億95百万円（前年同期営業損失12億19百万円）、経常利益は21億81百万円（前年

同期経常損失11億57百万円）、当期純損失は3億87百万円（前年同期当期純損失7億58百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①牛丼関連事業 

 当社グループの主力事業であります「吉野家」は、海外を含め新たに36店舗を出店する一方、 

不振店を46店舗閉鎖し、当連結会計年度末での店舗数は1,254店舗となりました。 

 国内の「吉野家」につきましては、新たに20店舗を出店する一方、不振店を25店舗閉鎖した結果、総店舗数は

1,001店舗となりました。売上につきましては、６月に新たに「牛焼肉定食」「豚生姜焼定食」の２商品を定食

メニューとして定番に加えました。また10月には「豚丼」を「新味豚丼」に、11月には「牛鉄鍋膳」を「牛すき

鍋」に改良するなど定番メニューの味の改善を継続的に行ってまいりました。更に、売上高向上のためのセール

スプロモーションを積極的に実施してまいりました結果、客単価は上昇し、増収となりました。一方、前期より

の継続課題として、仕入原価の低減、経費の更なる見直しなど利益構造の改善に取り組んでまいりました結果、

増益となりました。 

 海外の「吉野家」につきましては、ヨシノヤアメリカ・インクが、新たに2店舗を米国西海岸に出店する一

方、不振店を5店舗閉鎖した結果、総店舗数は83店舗となりました。売上につきましては、QSCの改善と、効果的

なセールスプロモーションの実施により既存店売上が前年を上回り増収となりました。また、不振店を5店舗閉

鎖した効果も加わり、増益を達成することができました。台湾吉野家につきましては、不振店7店舗を閉鎖し、

総店舗数が41店舗となりましたが、6月より牛丼販売を再開した事に加え、改装店舗が好調に推移したことによ

り増収となりました。また、利益につきましては、経費構造の抜本的な見直しと共に、不振店７店舗の閉鎖の効

果により増益となりました。以上の結果、牛丼関連事業全体の売上高は763億71百万円、前年同期比5.7％の増

加、営業利益は21億13百万円（前年同期営業損失13億67百万円）となりました。 

②寿司関連事業 

 寿司関連事業の㈱京樽は、新たに１１店舗を出店する一方、不振店を１７店舗閉鎖した結果、総店舗数は419

店舗となりました。併せて店舗活性化を図るために立地特性に応じた業態転換を６店舗行いました。テイクアウ

ト事業におきましては、新規キャンペーンの実施、「ハレの日」や、旬の素材を使用した「季節毎のフェア」等

のセールスプロモーションの強化により既存店の客数前年比が３年連続で増加いたしました。また、出店を加速

するためにロール鮨系、上方鮨の新コンセプト店等の新業態を含む7店舗を出店しましたが、不振店の閉鎖によ

り総店舗数が前年を８店舗下回りました結果、売上は前年を僅かに下回りました。また、イートイン事業におき

ましては、各業態の特徴に合わせた「季節フェア」の実施と、提供時間の短縮をメインテーマにQSCの改善に取

組んだ結果、既存店売上は改善傾向にありますと共に、新店４店の出店も貢献し、売上が前年を上回りました。

以上の結果、平成3年以来14年振りの増収増益となり、前期までの課題としていた「コスト構造の変革」から

「成長」への経営テーマの転換の年として、好スタートをきりました。また当期は、更生法適用以来の念願であ

ったジャスダック証券取引所への上場も果たすことが出来ました。以上の結果、寿司関連事業の売上高は327億

52百万円、前年同期比0.1％の増加、営業利益は7億2百万円、前年同期比34.1％の増加となりました。 



③スナック関連事業 

 スナック関連事業の主力である ㈱ピーターパンコモコは、出店店舗を厳選し新たに17店舗を出店する一方、

不振店や出店先の都合により29店舗を閉鎖したことにより、総店舗数が287店舗となりました。また、ブランド

イメージの再構築を目指し、店舗オペレーションやサービスレベルの向上を図ると共に、新商品の導入や携帯ス

トラップ・キャンペーン等のセールスプロモーションを毎月実施し、既存業態の活性化を進めることにより既存

店売上の落ち込みに歯止めがかけられました。更に、新業態の開発として、炒飯専門業態である「グリルチャー

ファン」や焼物専門業態である「やきやきや」を開発し業態の拡充を図りました。しかしながら、店舗数が前期

末より12店舗減少したこともあり、減収減益となりました。和菓子製造販売の㈱新杵は、実演販売の積極的実施

や季節商品の充実により増収となり、工場の生産性向上や経費構造の改善が進み、増益となりました。以上の結

果、スナック関連事業の売上高は92億21百万円、前年同期比2.5％の減少、営業利益は2億44百万円と前年同期比

14.0％の減少となりました 

④その他飲食事業 

 その他飲食事業の㈱上海エクスプレスは、新たに2店舗出店する一方で、不振店を1店舗閉鎖したことにより総

店舗数は28店舗となりました。またメニュー内容の充実と品質向上を図り、継続的なセールスプロモーションを

実施したことにより既存店売上が前年を上回り増収となるとともに、店舗生産性が向上したことにより増益とな

りました。「おかずの華」は、不振店を1店舗閉鎖したことにより減収となりましたが、カミサリーの活用によ

る原価の低減が進捗し増益となりました。㈱ポット・アンド・ポットは、「カレーうどん千吉」への業態転換を

2店舗実施する一方で、カレー専門店「POT&POT」を1店舗閉鎖した結果減収となりましたが、店舗経費構造の改

善や本部費の削減により、増益となり黒字へと転換いたしました。以上の結果、その他飲食事業の売上高は26億

56百万円、前年同期比0.8％の減少、営業損失は1億22百万円（前年同期営業損失3億24百万円）となりました。 

⑤その他の事業 

 その他の事業の主力である㈱ＭＲサービスは、牛丼関連事業の新規出店の抑制と改装店舗の減少の影響はあり

ましたが、新規外部顧客の拡大が好調に推移したことにより増収となりました。しかしながら、収益性の高い牛

丼関連事業の減少の影響を受け減益となりました。以上の結果、売上高が29億13百万円、前年同期比9.3％の増

加、営業損失が1億52百万円（前年同期営業損失1億50百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は期首残高より４億75百万円増加し、260億18百万円

となりました。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加による減少（18億42百万

円）などの減少要因があった一方で税金等調整前当期純利益（10億57百万円）、減価償却費（33億18百万円）

などにより51億39百万円となりました。前連結会計年度と比べて71億30百万円増加となりましたが、これは主

に、前期の営業損失（12億19百万円）が改善し、営業利益（26億95百万円）を計上したことによるものであり

ます。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、長期性預金の払出しによる収入（10億円）

及び関係会社株式の売却による収入（６億54百万円）などの増加要因があった一方で、有形・無形固定資産の

取得による支出（30億1百万円）、関係会社株式の取得による支出（20億76百万円）及び投資有価証券の取得

による支出（10億円）などにより、39億４百万円の減少となりました。この結果、前連結会計年度と比べて１

億53百万円増加となりました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、㈱京樽の株式公開による少数株主からの払

込による収入（13億53百万円）などの増加要因があった一方で、配当金の支払（10億11百万円）及び借入金の

返済による支出（12億34百万円）の減少要因があったことなどにより、７億99百万円の減少となりました。前

連結会計年度と比べて86億76百万円減少となりましたが、これは主に、前連結会計年度に新株予約権付社債発

行による収入（100億円）があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ その他の事業は生産実績がないため、記載しておりません。 

２ 牛丼関連事業においては、米国産牛肉の輸入禁止措置に伴い、主要な原材料が牛肉から豚肉へ変更しており

ます。 

(2）受注実績 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

なお、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

牛丼関連事業     

製品肉他 5,307 101.7 

白菜つけもの他 684 110.9 

小計 5,991 102.7 

寿司関連事業     

シャリ 1,815 96.3 

弁当・鮨詰合せ類 1,635 100.7 

その他 1,351 107.0 

小計 4,803 100.6 

スナック関連事業     

和菓子 281 88.0  

小計 281 88.0  

その他飲食事業     

惣菜他 120 108.3 

小計 120 108.3 

合計 11,196 101.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

牛丼関連事業 76,368 105.7 

寿司関連事業 32,713 100.0 

スナック関連事業 9,220 98.0 

その他飲食事業 2,656 99.2 

その他の事業 1,427 157.4 

合計 122,386 103.8 



３【対処すべき課題】 

 経済環境は、雇用、設備、債務の「３つの過剰」の解消により企業業績は改善に向かい、それに牽引される形で個

人消費も改善の方向へ向かいつつあります。また、需給バランス、金融機関の業績改善などを受け、デフレ要因は弱

まりつつあります。しかしながら、消費者物価は公共料金の引き下げなどにより下落が継続しており、デフレが完全

に終息したという状況にはございません。また、外食産業におきましても、業態を超えた競争が一層熾烈化し、お客

様の価値に対する選別の目も一段と厳しさを増しております。 

このような状況の中、当社グループは「お客様最優先の思想」に基づき、品質やサービスの向上に努め、顧客の信頼

感・サービスへの満足度を一層高めてまいります。 

  その上で、グループ経営によるシナジー効果を充分意識し、戦略成果を踏まえた、経営資源の重点的かつ効果的な

配分を実施し、更なる業績の向上に努めてまいりたいと考えております。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、財務状況および株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（1）牛丼関連事業への依存について 

 当社グループを構成する連結会社群には、成長過程の段階にある企業が多く、現時点では当社グループのコア

企業である㈱吉野家ディー・アンド・シーを中心とした牛丼関連事業の連結業績に占める売上高、利益の割合が

高くなっております。引き続き、牛丼関連事業に続く中核事業の育成に注力してまいりますが、牛丼関連事業の

業績の如何により、グループ全体の業績に大きな影響を与えることがあります。 

（2）今後の成長性について 

 外食産業全体のマーケット規模が縮小するなか、大手外食チェーンは年々店舗数を増加させており、競争が一

層熾烈化しております。さらに、少子高齢化の進行により、中核である牛丼関連事業が従来コアターゲットとし

ていた顧客層（18～35歳の男性）は減少傾向にあり、今後、既存の牛丼店舗の出店ポテンシャル（出店可能店舗

数）は年々縮小することが見込まれております。当社グループでは引き続き連結会社群の成長、牛丼事業での新

フォーマットの開発、海外への積極的な展開等により、売上高を向上させる取り組みを積極的に推進してまいり

ますが、過去の推移と比較して、当社グループの売上高成長率が鈍化する可能性があります。 

（3）原材料の調達リスクについて 

 2003年12月より継続していた米国産牛肉の輸入禁止措置は一時的に禁輸措置が解除されましたが、その後米国

の一部パッカーのコンプライアンス違反による米国産牛肉の再禁輸措置が継続しており、当社グループの牛丼関

連事業の業績に大きな影響を与えております。今後も現状以上に新たな原材料産地の開拓や分散調達等のリスク

ヘッジに努めてまいりますが、当社グループ各社が使用する食材は多様にわたるため、疫病の発生や、天候不

順、自然災害の発生等により、必要量の原材料確保が困難な状況が生じたり、仕入価格が高騰したりする可能性

があります。 

 また、中核である牛丼関連事業で使用する原材料のおよそ50％は海外から輸入されておりますが、円建てでの

取引を中心に仕入活動を行っており為替変動によるリスクは軽微であります。しかし米国産牛肉の禁輸措置が解

除された場合、ドル建てでの取引が増加することが見込まれ、為替予約などにより為替変動リスクを回避する努

力を行いますが、為替相場が大幅に円安となった場合、売上原価が上昇することにより業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

（4）店舗の賃借物件への依存について 

 当社グループは、事務所や大部分の店舗の土地建物を賃借しております。賃借期間は賃貸人との合意により更

新可能でありますが、賃貸人側の事情により賃借契約を解約される可能性があります。また、賃貸人に対して平

成18年2月期末時点で総額131億30百万円の預託金を差し入れておりますが、このうちの一部が倒産その他の賃貸

人に生じた事由により回収できなくなるリスクがあります。 

（5）法的規制について 

 当社グループでは、商法、証券取引法、法人税法等の一般的な法令に加え、食品衛生、店舗設備、労働、環境

等店舗の営業に関わる各種法規制や制度の制限を受けております。これらの法的規制が強化された場合、それに

対応するための新たな費用が増加することになり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（6）食品の安全管理について 

 当社グループでは、安全な商品を顧客に提供するために衛生管理を徹底しておりますが、万一、集団食中毒等

の衛生問題が発生した場合、企業イメージの失墜や損害賠償金の支払い等によって、業績に大きな影響を与える

ことがあります。 



（7）海外展開におけるカントリーリスクについて 

 海外子会社の進出国における政情、経済、法規制、ビジネス慣習等の特有なカントリーリスクにより、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）提出会社 

① フランチャイジーとの加盟契約 

(イ）契約の名称 

 吉野家フランチャイズ・チェーン加盟契約書 

(ロ）契約の本旨 

 本部の許諾による牛丼チェーン経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること。 

(ハ）契約の期間 

 加盟者の店舗開店日より５年間。 

(ニ）契約の更新 

 契約期間満了の際は自動的に契約が終了し、継続して契約を更新する場合は、新たに契約を締結する。 

(ホ）登録商標・マークの使用、ノウハウの提供に関する事項 

 本部は、加盟者との契約が存続する間は、店舗において登録商標およびマークを使用することを許可す

る。また、加盟者に対し店舗のカラー、デザイン、レイアウト、看板並びに商品化方法およびサービス方法

など、フランチャイズ・システムのノウハウを提供する。 

(ヘ)加盟に際し、徴収する加盟金、保証金、その他金銭に関する事項 

② 技術援助契約 

技術供与契約 

内容 

加盟金 一律150万円 

更新料 一律75万円 

預託保証金 一律75万円 

ロイヤリティ 毎月総売上の３％相当額 

広告宣伝費 毎月総売上の１％相当額 

事務管理費 パソコン１台に付32千円／月、ポスレジ１台に付６千円／月 

契約締結先 内容 契約発効日 有効期間 対価 

ヨシノヤ ファーストフ

ード（香港） リミテッ

ド 

香港およびマカオに

おいて吉野家の商標

を使用し、製造技術

および販売技術に対

するノウハウの供与

をする。 

平成３年２月６日 平成23年２月５日 ①ロイヤリティ 

毎月の店舗売上総

額に、３％を乗じ

た金額 

②店舗開設料 

１店につき 

15,000USドル 

ホプヒン ファーストフ

ード リミテッド 

中国において吉野家

の商標を使用し、製

造技術および販売技

術に対するノウハウ

の供与をする。 

平成３年10月15日 平成23年10月14日 ①ロイヤリティ 

毎月の店舗売上総

額に、２％を乗じ

た金額 

②店舗開設料 

１店につき 

7,500USドル 



(2）国内子会社 

会社名 ㈱ピーターパンコモコ 

① フランチャイジーとの加盟契約 

(イ）契約の名称 

 一口茶屋フランチャイズ契約書 

(ロ）契約の本旨 

 本部の承諾による一口茶屋経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること。 

(ハ）契約の期間 

 加盟者の店舗開店日より５年間 

(ニ）契約の更新 

 契約期間満了の１ヶ月前に双方協議の上決定する。継続して契約を更新する場合は、新たに契約を締結す

る。 

(ホ）登録商標・マークの使用、ノウハウの提供に関する事項 

 本部は、加盟者との契約が存続する間は、店舗において登録商標およびマークを使用することを許可す

る。また、加盟者に対し店舗のカラー、デザイン、レイアウト、看板並びに商品化方法およびサービス方法

など、フランチャイズ・システムのノウハウを提供する。 

(ヘ)加盟に際し、徴収する加盟金、保証金、その他金銭に関する事項 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

内容 

加盟金 新規加盟の場合100万円、２店目以降の場合50万円 

更新料 一律50万円 

預託保証金 50万円 但し駅ビル、量販店等で、売上管理口座がない場合は、200万円 

ロイヤリティ 毎月純売上の３％相当額 

広告宣伝費 発生の都度、その実費 

事務管理費 ポスレジ１台に付13.5千円／月 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金額につい

ては、仮定の適切性、情報の適切性および金額の妥当性に留意した上で会計上の見積りを行っておりますが、実

際の結果は、特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

 当連結会計年度の売上高は、1,223億86百万円、前年同期比3.8％の増加となりました。 

牛丼関連事業の売上高は、763億68百万円、前年同期比5.7％の増加、連結売上高に占める構成比は62.4％（前年

同期売上構成比61.3％）となりました。この売上高の増加は、牛丼事業関連事業の連結子会社に新たに㈱九州吉

野家が加わったことが大きな要因であります。また、牛丼関連事業の売上高向上のために、６月に新たに「牛焼

肉定食」「豚生姜焼定食」の２商品を定食メニューとして定番に加え、さらに10月には「豚丼」を「新味豚丼」

に、11月には「牛鉄鍋膳」を「牛すき鍋」に改良するなど定番メニューの味の改善を継続的に行ってまいりまし

た結果、客単価が上昇したことも売上高増加の要因であります。なお、㈱九州吉野家の当連結会計年度の売上高

は20億55百万円となっております。 

 牛丼関連事業を除いたその他事業の売上高は、460億18百万円、前年同期比0.7％の増加、連結売上高に占める

構成比は37.6％（前年同期売上構成比38.7％）となりました。この売上高の増加は、その他の事業主力である㈱

ＭＲサービスが新規外部顧客の拡大が好調に推移したことが主因であります。なお、㈱ＭＲサービスの当連結会

計年度の売上高は28億4百万円、前年同期比7.6％の増加となっております。 

②営業損益、経常損益 

 売上原価率は37.9％と牛丼関連事業における主要食材の仕入価格の低減が奏を効し、前年同期の40.2％に対し

2.3ポイント改善いたしました。販売費及び一般管理費につきましても、コスト低減や効率化に積極的に取り組ん

できました結果、経費率は59.9％と前年同期の60.8％に対し0.9ポイント改善いたしました。結果、売上高の増加

に加え、売上原価率および経費率の改善により、営業利益は26億95百万円（前年同期営業損失12億19百万円）、

経常利益は21億81百万円（前年同期経常損失11億57百万円）と黒字に転換いたしました。 

③当期純損益 

 特別損益といたしましては、不振店の閉鎖などによる固定資産除売却損を4億25百万円、店舗資産を中心として

減損損失を2億35百万円、また、㈱西洋フードシステムズ九州などの関係会社株式売却損益△4億53百万円など合

計△11億23百万円を計上いたしました結果、当期純損失は3億87百万円（前年同期当期純損失7億58百万円）とな

りました。また、1株当たり当期純損失は690円（前年同期1株当たり当期純損失1,329円）となりました。 

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 外食業界を取り巻く経営環境は、マーケット規模の縮小や、店舗数過剰による競争の熾烈化により、依然とし

て厳しい状況が継続しております。したがって、さらに競争が激化した場合、売上高の減少等、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループでは、ＢＳＥ（牛海綿状脳症）発生に伴う米国産牛肉の輸入禁止措置により、主力商品で

ある「牛丼」の販売休止を余儀なくされており、今後の米国産牛肉の輸入解禁をめぐる日米政府間交渉の行方が

当社グループの業績に大きな影響を与えます。 



（4）財政状態の分析 

 当連結会計年度末における当社グループの総資産は981億24百万円となり、前年同期と比較して6億2百万円の増

加となりました。㈱京樽の株式売却等により関係会社株式が19億32百万円減少した一方、㈱吉野家Ｄ＆Ｃにおい

て牛肉を中心に原材料が18億78百万円増加いたしました。なお、当連結会計年度末における現金及び預金は262億

64百万円となり、前年同期と比較して4億56百万円増加いたしました。 

 当連結会計年度末における当社グループの負債は241億23百万円となり、前年同期と比較して49億38百万円の減

少となりました。未払法人税が7億51百万円増加した一方、新株予約権付社債の株式への転換により転換社債が50

億円、㈱京樽などの長期借入金が8億47百万円、それぞれ減少いたしました。 

 当連結会計年度末における当社グループの少数株主持分は、㈱京樽の持ち株比率が50.14％と前期との比較で

11.69ポイント減少したことなどにより、15億15百万円増加し49億75百万円となりました。 

 当連結会計年度末における当社グループの資本は690億24百万円となり、前年同期と比較して40億24百万円増加

いたしました。自己株式が新株予約権付社債の株式への転換などに伴い60億54百万円減少（資本へは増加影響）

した一方、自己株式処分差損、配当の支払などにより利益剰余金が23億32百万円減少いたしました。 

（5）経営戦略の現状と見通し 

 当社グループといたしましては、これらの現状を踏まえ「お客様最優先の思想」に基づき、更なる品質やサー

ビスの向上を目指し、消費者の信頼とサービスへの満足度を高めるために努めてまいります。 

 特に、当社グループの主力事業であります「吉野家」におきましては、米国産牛肉の輸入禁止措置継続の環境

下、現行商品の「お値打ち感」を更に高めていくとともに、新たな主力商品の開発にも引き続き注力してまいり

ます。また、米国産牛肉の輸入再開にはいま少しの時間がかかる見通しではございますが、米国産牛肉の輸入再

開時を想定した新たな商品構成やそれに沿った新しい店舗形態の開発にも、積極的に取り組んでまいります。 

 その他の企業におきましても、新規店舗の出店を積極的に進めるとともに、新商品や新フォーマットの開発を

促進し、更なる企業価値の拡大を目指してまいります。 

 一方、利益面でも一層のコスト低減や効率化に取り組み、新たな利益構造の確立を目指してまいります。 

（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」のとお

りでありますが、指標のトレンドを示しますと下記のとおりであります。 

※各指標の計算基準は下記のとおりです。 

  株主資本比率：株主資本／総資産 

  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。また、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書

の利息の支払額を使用しております。 

４ 平成15年２月期および平成17年２月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営

業キャッシュ・フローがマイナスとなったため算出しておりません。 

  平成15年２月期平成16年２月期平成17年２月期 平成18年２月期

自己資本比率            （％） 65.9 64.3 66.7 70.3

時価ベースの自己資本比率      （％） 96.7 94.3 106.2 119.5

債務償還年数            （年） － 0.5 － 1.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  （倍） － 93.5 － 36.1 



②資金需要 

 当社グループの資金需要のうち主なものは、原材料購入費や販売費及び一般管理費等の営業費用といった運転

資金と、販売拠点の拡大のための店舗施設を中心とする設備投資資金であります。 

 当連結会計年度におきましては、新規出店を中心に39億41百万円の設備投資を実施いたしました。次期におき

ましても、優良立地への新規出店および経営効率改善のための既存店舗の改装、設備の更新等により、53億76百

万円の設備投資を計画しております。 

③財務政策 

 当社グループは、運転資金および設備投資資金につきましては、原則として内部留保資金または借入により調

達することとしております。当連結会計年度末における現金及び預金の残高は262億64百万円、短期借入金の残高

は25億78百万円、長期借入金の残高は33億31百万円で、当面の運転資金および設備投資資金需要を十分まかなえ

るだけの現金及び預金の残高を有していることに加え、資産規模に比して借入金水準も小さく資金の安定性は高

いと考えております。 

 当社グループは、今後につきましても、その健全な財務状態、営業活動によるキャッシュ・フロー創出能力か

ら、成長を維持するために必要な運転資金および設備投資資金を調達することが十分可能と考えております。 

 なお、連結子会社ヨシノヤアメリカ・インクにおきましては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と

12億98百万円の貸出コミットメント契約を締結しております。 

（7）経営者の問題認識と今後の方向について 

 外食業界は引き続きマーケットの規模縮小が進む中、コンビニエンスストアーなどとの業種を越えた競争の激

化や、大手外食企業によるＭ＆Ａの活発化などにより、大きな変革期を迎えております。 

 外食各社にとって、消費者ニーズを捉えた施策による成長力の持続や、効率の高い経営体質への変革が、今後

の企業経営の重要な課題となっております。また「食の安全」の確保、品質管理の徹底、環境問題への対応等、

企業の社会的責任が一層高まってきております。 

 この様な問題認識のもと、当社グループは、「社会との共生を積極的に図り、食に関するビジネスを通して豊

かな人間社会の創造に貢献する」ことを使命とし、消費者ニーズの変化・多様化に迅速かつ主体的に対応してま

いります。 

 また、今後とも事業の成長と進化の具現化、あくなきローコスト化・効率化の実践に立って経営基盤の更なる

強化を図るとともに、企業の社会的責任を果たし、社会から信頼される利益体質化成長企業として企業価値を向

上させてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度におきまして、新規出店を中心にグループ全体で39億41百万円の設備投資（有形固定資産のほか、

無形固定資産、長期前払費用、繰延資産への投資を含む。金額には消費税等を含まない。）を実施いたしました。 

 牛丼関連事業におきましては、『吉野家』を49店舗の新規出店（直営転換14店舗含む）、経営効率改善のために83

店舗の改装、既存店710店舗への設備の更新および生産設備の改修等を行い、25億22百万円の設備投資を実施いたし

ました。 

 寿司関連事業におきましては、『京樽』を中心に『デリシア』、『Ｓｕｓｉ Ｃｏａｓｔ』、『重吉』等11店舗の

新規出店および30店舗の改装、既存店店舗への設備の更新および生産設備の増設等を行い、９億18百万円の設備投資

を実施いたしました。 

 スナック関連事業におきましては、『一口茶屋』を中心に16店舗の新規出店を行い、１億53百万円の設備投資を実

施いたしました。 

 全社及び共通におきましては、ナショナルチェーンの完成にむけて営業支援体制における情報システム関連の整備

を実施し、２億50百万円の設備投資を実施いたしました。 

 所要資金については自己資金を充当しております。 

 また、当連結会計年度におきまして、事業体質の強化にむけ、経営効率改善のために次の主要な設備を売却いたし

ました。その内容は以下のとおりであります。 

○除却 

○売却 

事業所名 
（所在地） 

セグメント 設備の内容 期首帳簿価額（百万円） 

㈱吉野家ディー・アンド・シー 

営業店舗 113店舗 

（東京都新宿区他）  

（牛丼関連事業） 

営業用設備 

  閉鎖 ８店舗 

  改装105店舗 

168 

事業所名 
（所在地） 

セグメント 設備の内容 期首帳簿価額（百万円） 

㈱京樽 

遊休不動産 

（東京都昭島市他）  

（寿司関連事業） 土地等  338 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

  平成18年２月28日現在

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(セグメント) 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
(名) 

土地 
建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

その他 合計 
面積(㎡) 金額 

東北地区 

営業店舗 

(宮城県仙台市宮城野区

他) 

55店舗 

営業用設備 

(牛丼関連事業) 

669.74 

[47,760.96]
70 700 －  101 872 47 

関東地区 

営業店舗 

(東京都新宿区他) 

366店舗 

営業用設備 

(牛丼関連事業) 

(その他飲食事業) 

4,226.56 

[126,682.75]
1,504 4,720 －  661 6,887 332 

中部地区 

営業店舗 

(愛知県名古屋市千種区

他) 

67店舗 

営業用設備 

(牛丼関連事業) 

2,504.74 

[29,826.31]
604 765 －  83 1,454 65 

関西地区 

営業店舗 

(大阪府大阪市西区他) 

171店舗 

営業用設備 

(牛丼関連事業) 

246.97 

[70,420.32]
317 1,977 －  241 2,535 130 

配送センター等 

(埼玉県大利根町他) 

生産設備等 

(牛丼関連事業) 

(その他飲食事業) 

32,830.19 

－ 
1,383 1,456 402 281 3,523 55 

本社等 

(東京都新宿区他) 

その他の設備 

(全社及び共通) 

2,718.50 

[87.86]
841 

889 

<72> 
0 192 

1,924 

<72>
295 

  平成18年２月28日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(セグメン
ト) 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
(名) 

土地 
建物及び構築
物 

機械装置及び
運搬具 

その他 合計 
面積(㎡) 金額 

㈱京樽 

営業店舗 

(東京都中央区

他) 

416店舗 

営業用設備 

(寿司関連事

業) 

14,112.18 

[28,151.41]
1,997 1,759 0 404 4,161 595 

工場等 

(埼玉県幸手市

他) 

生産設備等 

(寿司関連事

業) 

52,565.12 

－ 
2,444 1,049 221 8 3,723 58 

㈱ピーター

パンコモコ 

営業店舗 

(東京都新宿区

他) 

269店舗 

営業用設備 

(スナック関

連事業) 

－ 

[11,307.89]
－ 767 － 108 876 224 



(3）在外子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には

消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の本社等中には、連結子会社である㈱ポット・アンド・ポットに貸与中の建物21百万円、工具、器

具及び備品１百万円を含んでおります。 

３ 上記中[外書]は、連結会社以外からの賃借設備であります。 

４ 上記中<内書>は、連結会社以外への賃貸設備であります。 

５ 臨時従業員数は11,827名おりますが、当連結会計年度における平均雇用人数で算出（１日7.5時間換算）し

ているため、事業所別の記載は省略しております。 

６ 現在休止中の主要な設備はありません。 

７ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

(3)在外子会社 

  平成18年２月28日現在

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
(セグメン
ト) 

帳簿価額（百万円） 
従業
員数 
(名) 

土地 
建物及び構
築物 

機械装置及び
運搬具 

その他 合計 
面積(㎡) 金額 

ヨシノヤア

メリカ・イ

ンク 

営業店舗 

(米国カリフォ

ルニア州他) 

79店舗 

営業用設備 

(牛丼関連事

業) 

－ 

[16,306.83]
－ 1,074 123 165 1,362 79 

事業の種類別セグメントの名称 設備の内容 
年間賃借料及びリース料 

（百万円） 

（牛丼関連事業） 
店舗及びストアコンピュータ・

POS関連機器 
5,796 

（全社及び共通） 本社他事務所及び車両運搬具 474 

会社名 
事業の種類別セグメントの
名称 

設備の内容 
年間賃借料及びリース料

（百万円） 

㈱京樽 （寿司関連事業） 
店舗及び厨

房機器 
3,508 

㈱ピーターパンコモコ （スナック関連事業） 
店舗及び厨

房機器 
936 

会社名 
事業の種類別セグメントの
名称 

設備の内容 
年間賃借料及びリース料

（百万円） 

ヨシノヤアメリカ・インク （牛丼関連事業） 店舗 769 

台湾吉野家（股） （牛丼関連事業） 店舗 379 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備投資計画は、以下のとおりであります。 

（1）新設 

（2）改修等 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はありません。 

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の
内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 
（席） 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着工年月 
完成予定
年月 

㈱吉野家デ

ィー・アン

ド・シー 

東京都渋谷

区他37店舗 

牛丼関連

事業  

営業用

設備  
2,038 94 自己資金 

平成17年12

月～平成19

年１月 

平成18年３

月～平成19

年２月 

1,410 

 ㈱京樽 
東京都足立

区他21店舗 

寿司関連

事業 

営業用

設備 
560 － 自己資金 

平成18年２

月～平成18

年12月 

平成18年10

月～平成18

年12月 

420 

 ㈱ピータ

ーパンコモ

コ 

山梨県富士

吉田市他19

店舗 

スナック

関連事業 

営業用

設備 
245 － 自己資金 

平成18年３

月～平成19

年２月 

平成18年３

月～平成19

年２月 

－  

ヨシノヤア

メリカ・イ

ンク 

米国カリフ

ォルニア州

他３店舗 

牛丼関連

事業  

営業用

設備 
165 6 自己資金 

平成18年３

月～平成18

年10月 

平成18年３

月～平成18

年12月 

105  

会社名 所在地 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の
内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 
（席） 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着工年月 
完成予定
年月 

㈱吉野家デ

ィー・アン

ド・シー 

東京都千代

田他105店

舗 

牛丼関連

事業  

営業用

設備 
197 － 

自己資金 

平成18年３

月～平成19

年２月 

平成18年３

月～平成19

年２月 

－  

東京都新宿

区他 

全社及び

共通 

その他

の設備 
393 － 

平成18年３

月～平成19

年２月 

平成18年３

月～平成19

年２月 

－  

  ㈱京樽 

東京都足立

区他36店舗 
寿司関連

事業 

営業用

設備 
713 － 

自己資金 

 平成18年2

月～平成18

年11月 

 平成18年

10月～平成

18年11月 

－  

東京都中央

区他 

その他

の設備 
213 54 

平成17年５

月～平成18

年10月 

 平成18年

10月 
－  

ヨシノヤア

メリカ・イ

ンク 

カリフォル

ニア州他８

店舗 

牛丼関連

事業  

営業用

設備  
159 0 自己資金 

平成17年５

月～平成18

年12月 

平成18年１

月～平成18

年12月 

－  

台湾吉野家

（股） 

台湾台北市

他８店舗 

牛丼関連

事業  

営業用

設備 
171 － 自己資金 

平成18年４

月～平成18

年11月 

平成18年４

月～平成18

年11月 

－  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧転換

社債等の権利行使を含む。）により発行された株式数は、含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年５月24日定時株主総会決議 

 （注） 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員でなけ

ればならない。但し当社の取締役もしくは監査役が任期満了により退任した場合又は当社従業員が定年により

退職した場合、当該退任または退職の日より１年間（当該期間内に行使期限が終了する場合は平成19年５月31

日までとする）に限り行使することができるものとする。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,600,000 

計 1,600,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
(平成18年２月28日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年５月29日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 662,405 662,405 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 662,405 662,405 － － 

  
事業年度末現在 

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） 1,305 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,305 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 214,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年６月１日 

至 平成19年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

発行価格  214,000円 

資本組入額 107,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分

は認めないものとする。 
同左 



平成15年５月22日定時株主総会決議 

 （注） 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員でなけ

ればならない。但し当社の取締役もしくは監査役が任期満了により退任した場合又は当社従業員が定年により

退職した場合、当該退任または退職の日より１年間（当該期間内に行使期限が終了する場合は平成20年５月31

日までとする）に限り行使することができるものとする。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注） 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、新株引受権の権利行使によるものであります。 

(4）【所有者別状況】 

  （注）１ 単元未満株式の状況には、端株数を記載しております。 

    ２ 自己株式32,082.2株は、「個人その他」に32,082株、「単元未満株式の状況」に0.2株含まれております。 

３ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が60株含まれております。 

  
事業年度末現在 

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） 1,145 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,145 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 193,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月１日 

至 平成20年５月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  193,000円 

資本組入額  96,500円 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入れその他の処分

は認めないものとする。 
同左 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年５月31日 

（注） 
5 662,405 0 10,265 0 11,139 

  平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 50 39 569 83 20 121,604 122,365 － 

所有株式数

（株） 
 - 74,711 4,770 206,391 19,500 47 356,985 662,404 1

所有株式数の

割合（％） 
 - 11.28 0.72 31.16 2.94 0.01 53.89 100 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記大株主以外に、当社が32,082.2株（持株比率4.84％）を自己株式として保有しております。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。 

       三井アセット信託銀行㈱                 21,679株 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱            9,317株 

日本マスタートラスト信託銀行㈱              9,022株 

       三菱ＵＦＪ信託銀行㈱                   4,792株 

資産管理サービス信託銀行㈱                6,159株 

  平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠フレッシュ㈱ 東京都港区港南２－13－34 132,858 20.06 

㈱西友 東京都豊島区東池袋３－１－１  26,300 3.97 

三井アセット信託銀行㈱  

常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行㈱   

東京都中央区晴海１－８－11  21,679 3.27 

 日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１－８－11 9,317 1.41 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱ 
東京都港区浜松町２－11－３ 9,022 1.36 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１－４－５ 7,292 1.10 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 6,179 0.93 

バンクオブニューヨークヨー

ロッパリミテッド  

常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室 

東京都中央区日本橋兜町６－７  5,870 0.89 

 三井生命保険㈱ 

常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行㈱  

 東京都中央区晴海１－８－11 5,500 0.83 

吉祥会 東京都新宿区新宿４－３－17  4,685 0.71 

計 － 228,702 34.53 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式60株含まれておりますが、議

決権の数には、証券保管振替機構名義の完全議決権に係る議決権の数60個は含まれておりません。 

      ２ 「単元未満株式」欄の株式数には、端株数を記載しております。 

②【自己株式等】 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  32,082 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  630,322 630,262 － 

単元未満株式 普通株式     1 － － 

発行済株式総数 662,405 － － 

総株主の議決権 － 630,262 － 

  平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）           

㈱吉野家ディー・

アンド・シー 

東京都新宿区新宿

４－３－17 
32,082 -  32,082 4.84 

計 － 32,082 -  32,082 4.84 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法及び旧商法第210

条ノ２第２項の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

（平成13年５月24日第44回定時株主総会にて決議） 

旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年５月24日第44回定

時株主総会終結時に在任又は在職する当社取締役１名に対して付与することを、平成13年５月24日の第44回定時

株主総会において決議されたものであります。 

 ※１ 株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により譲渡すべき株式の数を調整するものとする。ただしかかる

調整は、当該時点で対象者が行使していない譲渡すべき株式についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の

株式については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、他社と吸収合併もしくは新設合併または株式交換もしくは株式移転を行う場合、必要と認める譲渡すべき

株式数の調整を行う。 

 ※２ ① 権利行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員であることを要する。 

ただし、当社の取締役及び監査役が任期満了により退任した場合、もしくは、当社従業員が定年により退職

した場合に限り、当該退任及び退職の日より１年間（当該期間内に行使期間が終了する場合は、平成18年５

月31日まで）行使できるものとする。 

② 相続人による権利行使は認められないものとする。 

③ 下記④で定める制限に抵触する場合を除き、１度の手続きにおいて付与を受けた権利の一部または全部を行

使することができる。 

④ 権利の行使によって取得する株式の譲渡価額の合計額が年間10百万円（または行使時において租税特別措置

法上定められた制限）を超えないように、権利を行使しなければならない。 

⑤ 前記「株式の取得価額の総額」をもって「取得する株式の総数」の全株式を取得することができない場合

は、取締役会の決議により、「取得する株式の総数」および「取得する株式の数」を減ずるものとする。 

決議年月日 平成13年５月24日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 100株※１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 198,000 

新株予約権の行使期間 平成15年６月１日～平成18年５月31日 

新株予約権の行使の条件 ※２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
付与された権利の譲渡、質入れその他一切の処分は

認められないものとする。 



（平成14年５月24日第45回定時株主総会にて決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、平成14年５月24日第45回定時

株主総会終結時に在任又は在職する当社取締役１名及び当社従業員227名に対して特に有利な条件をもって新株予約

権を発行することを、平成14年５月24日の第45回定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 （注） 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を

行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額の調整をす

ることができる。 

（平成15年５月22日第46回定時株主総会にて決議） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法により、平成15年５月22日第46回定時

株主総会終結時在職する当社従業員236名に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成15年

５月22日の第46回定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注） 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を

行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額の調整をす

ることができる。 

決議年月日 平成14年５月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  1名 

当社従業員 227名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率

決議年月日 平成15年５月22日 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員 236名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。  

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間  同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

       該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

   該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

       該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年5月26日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 32,082 



３【配当政策】 

 当社グループは、常に企業価値を向上させることによって、株主利益を増大させることを目指しております。従い

まして株主の皆様への利益還元のため、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上、１株あたり利益高（ＥＰＳ）の増大が重

要な課題であると考えております。 

 配当につきましては、安定的配当の継続を重視する一方、業績の進展状況に応じて増配等により利益還元を行なう

ことを基本方針としております。 

 当期の期末配当金につきましては、１株あたり800円とし、これにより通期の配当金は中間配当金１株あたり800円

を含め1,600円となりました。 

 なお、第49期の中間配当についての取締役会決議は平成17年10月７日に行っております。 

 また、内部留保金の活用につきましては、当面高収益な事業投資やＭ＆Ａ等、将来にわたって株主利益を増大させ

るための投資を優先してまいりたいと考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 233,000 225,000 194,000 187,000 238,000 

最低（円） 154,000 165,000 144,000 157,000 162,000 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 173,000 220,000 220,000 238,000 225,000 193,000 

最低（円） 165,000 168,000 206,000 216,000 189,000 181,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

代表取締役社

長 
 安部 修仁 昭和24年９月14日生 

昭和47年２月  当社入社 

昭和58年３月  当社取締役開発部長 

昭和63年３月  当社常務取締役 

平成２年８月  当社代表取締役常務取締

役 

平成３年５月  当社代表取締役専務取締

役 

平成４年９月  当社代表取締役社長（現

任） 

平成14年４月  ㈱京樽取締役（現任） 

1,030

代表取締役 

専務取締役 

海外事業部・

開発部・経営

改革推進室管

掌 

加藤 建司 昭和22年12月21日生 

昭和45年４月※１㈱レストラン西武入社 

昭和59年５月  当社取締役管理部長 

平成７年５月  当社常務取締役業態開発

推進本部長兼新業態営業

部長 

平成14年５月  当社専務取締役開発本部

長兼商品事業管掌 

平成14年10月  ㈱上海エクスプレス代表

取締役社長（現任） 

平成16年５月  当社代表取締役専務取締

役海外事業部・開発部管

掌 

平成16年５月  ㈱ポット・アンド・ポッ

ト代表取締役社長（現

任） 

平成17年５月  台湾吉野家（股）董事長

（現任） 

平成18年３月  当社代表取締役専務取締

役海外事業部・開発部・

経営改革推進室管掌（現

任） 

457

常務取締役 

ＢＳ（ビジネ

スサポート）

本部長 

折田 昌行 昭和27年１月10日生 

昭和52年６月  当社入社 

平成７年５月  当社取締役吉野家西日本

営業部長 

平成11年５月  当社常務取締役吉野家事

業部長 

平成13年５月  当社常務取締役管理本部

長 

平成14年３月  ㈱石焼ビビンパ代表取締

役社長（現任） 

平成15年３月  当社常務取締役ＢＳ本部

長（現任） 

65

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

常務取締役 企画室長 池上 久 昭和28年10月14日生 

昭和52年４月  ㈱西武百貨店入社 

昭和58年３月※１㈱レストラン西武入社 

昭和63年３月  当社取締役営業企画室長 

平成12年５月  当社常務取締役企画本部

長兼経営企画部長 

平成15年３月  当社常務取締役企画室長

（現任） 

35

常務取締役 
吉野家西日本

事業部長 
渡部 政男 昭和27年１月１日生 

昭和48年７月  当社入社 

昭和63年５月  当社取締役吉野家営業部

長 

平成12年５月  当社常務取締役 

平成13年５月  当社常務取締役吉野家事

業部長 

平成14年５月  当社常務取締役吉野家西

日本事業部長（現任） 

 平成17年４月  ㈱九州吉野家代表取締役

社長（現任） 

205

常務取締役 
吉野家東日本

事業部長 
田中 柳介 昭和34年５月９日生 

昭和54年11月  当社入社 

平成10年５月  当社取締役おかずの華営

業部長 

平成12年３月  当社取締役ポット・アン

ド・ポット事業部長 

平成13年３月  ㈱ポット・アンド・ポッ

ト代表取締役社長 

平成14年５月  当社常務取締役吉野家東

日本事業部長（現任） 

65

常務取締役 商品事業部長 出射 孝次郎 昭和31年２月17日生 

昭和53年４月  当社入社 

平成12年５月  当社取締役商品事業部商

品部長 

平成13年５月  当社取締役商品事業部長

兼商品部長 

平成14年５月  当社常務取締役商品事業

部長（現任） 

228

取締役   阿部 孝 昭和25年３月１日生 

昭和49年６月  当社入社 

平成９年５月  当社取締役（現任） 

平成10年５月  ヨシノヤウエスト・イン

ク取締役社長 

平成14年３月  当社取締役海外事業部長

兼海外FC運営部長 

平成16年５月  台湾吉野家（股）董事長 

平成16年７月   ㈱はなまる常務取締役

（現任） 

118

取締役 総務部長 斎藤 公利 昭和30年６月21日生 

昭和54年４月※１㈱レストラン西武 

平成13年５月  当社取締役環境品質推進

部秘書室担当兼総務部長 

平成14年５月※２㈱丹波屋代表取締役社長

（現任） 

平成15年３月  当社取締役BS本部総務部

長（現任） 

8

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 海外事業部長 牧 良也 昭和28年３月14日生 

昭和50年７月  当社入社 

平成10年１月  ヨシノヤウエスト・イン

ク取締役営業本部長 

平成13年７月  当社海外事業部アジア運

営部長 

平成14年３月  当社開発本部開発部長 

平成14年９月  当社取締役開発部長 

平成16年７月  当社取締役海外事業部長

（現任） 

620

取締役  梅本 順一 昭和22年１月11日生 

昭和52年11月※１㈱レストラン西武入社 

昭和63年３月  当社取締役経営企画室長 

平成10年５月  当社常務取締役商品事業

部長 

平成13年５月  ヨシノヤウエスト・イン

ク取締役会長兼社長（兼

Ｃ．Ｅ．Ｏ）（現任） 

平成14年５月  当社取締役（現任） 

平成14年５月  ヨシノヤニューヨーク・

インク取締役会長（兼

Ｃ．Ｅ．Ｏ）（現任） 

平成15年１月  ヨシノヤアメリカ・イン

ク取締役社長（兼Ｃ．

Ｅ．Ｏ）（現任） 

145

取締役  浦邊 正記 昭和28年１月３日生 

昭和52年９月  当社入社 

平成７年３月  当社吉野家事業部東海・

北陸営業部長 

平成９年５月  当社取締役（現任） 

平成10年３月  当社取締役新業態事業部

長兼ポット・アンド・ポ

ット営業部長 

平成13年６月  ㈱ピーターパンコモコ代

表取締役社長（現任） 

38

取締役  鈴木 康彦 昭和30年７月29日生 

昭和52年３月  当社入社 

平成８年５月  当社取締役ダンキン事業

部長 

平成10年５月  当社取締役退任 

平成10年５月※３㈱メンテナンス・リペ

ア・サービス代表取締役

社長（現任） 

平成13年５月  当社取締役（現任） 

38

取締役  能登 章友 昭和24年12月14日生 

昭和48年４月  伊藤忠商事㈱入社 

平成13年１月  同社生鮮流通部長 

平成15年４月  同社生鮮流通事業部長 

平成16年４月  同社生鮮・食品部門長 

平成16年６月  同社執行役員（現任） 

 平成17年５月※５当社取締役（現任） 

－

 



 （注）※１ ㈱レストラン西武は、平成元年10月１日に㈱西洋フードシステムズへ社名変更を行っております。 

※２ ㈱丹波屋は、平成15年２月４日に㈱コンスタンツへ社名変更を行っております。 

※３ ㈱メンテナンス・リペア・サービスは平成16年１月１日に㈱ＭＲサービスへ社名変更を行っております。

※４ 監査役森望人、増岡研介および栢沼康夫の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

※５ 取締役能登章友氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

監査役 

常勤 
 森 望人 昭和22年9月24日生 

昭和45年４月  伊藤忠商事㈱入社 

平成７年９月  同社経理部国際税務室長 

平成14年５月  同社生活資材・化学品カ

ンパニーチーフフィナン

シャルオフィサー兼生活

資材・化学品経営管理部

長 

平成16年５月※４当社常勤監査役（現任） 

   2

監査役 

常勤 
 箕輪 正道 昭和26年7月28日生 

昭和52年４月  当社入社 

平成63年９月  当社吉野家第一営業部所

長 

平成５年３月  当社人事採用部課長 

平成10年３月  ㈱ピーターパンコモコ出

向 

平成12年９月  当社監査室長 

平成18年５月  当社常勤監査役（現任） 

   1

監査役 

非常勤 
 増岡 研介 昭和32年５月18日生 

平成元年４月  増岡章三法律事務所入所

東京弁護士会所属 

平成６年５月※４当社監査役（現任） 

平成15年４月  東京弁護士会副会長 

   － 

監査役 

非常勤 
 栢沼 康夫 昭和25年７月20日生 

昭和48年４月  伊藤忠商事㈱入社 

平成13年３月  同社金属・エネルギー管

理部長代行 

平成13年10月  伊藤忠丸紅鉄鋼㈱出向 

平成15年６月  伊藤忠商事㈱財務部長代

行兼財務部コーポレート

ファイナンス室長 

平成16年５月  同社食料経営管理部長 

平成17年５月※４当社監査役（現任） 

平成18年５月  伊藤忠商事㈱食料カンパ

ニーチーフフィナンシャ

ルオフィサー（現任） 

   － 

    計 3,055



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値を継続的に向上させるとともに、社会

から信頼される企業となるために、経営の効率性、健全性及び透明性を高めることが重要であると考えておりま

す。 

（2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

①会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会の各機関があります。 

 取締役会は、社外取締役１名を含む、取締役14名で構成されております。月１回の定例開催に加え、必要に応

じて随時開催しており、迅速な経営判断と客観性の高い経営監督機能の発揮に努めております。さらには、迅速

かつ的確な経営判断及び業務執行判断を補完する目的で、役付役員で構成される常務会（週１回開催）や、常勤

取締役会及びプロジェクト・委員会等の各種経営会議を随時開催しております。 

 監査役会は、監査役３名（社外監査役３名）で構成されており、原則月１回開催いたしております。監査役

は、毎回取締役会に出席し、適宜意見を表明することにより、取締役への監査牽制機能を果たしております。 

②会社の機関・内部統制の関係を図式化すると以下の通りになります。 

 ※平成18年２月期は、社内監査役を任命いたしておりません。 

③内部統制システムの整備の状況 内部統制システムといたしましては、社内決裁制度を制定し、環境の変化に

応じて適時改訂いたしております。また、各種経営会議で審議、決定された内容は、業務執行機能である各部門

に速やかに連動され、執行に移されております。 

 その他、第三者のコーポレート・ガバナンスへの関与としては、顧問弁護士等の専門家から法令遵守等に関す

る指導や助言を受けております。 

④内部監査および監査役監査の状況 

 社長の直轄部門として監査室を設置し、準拠性監査を基盤に妥当性・効率性の視点から内部監査を実施してお

ります。監査室は、監査室長他１名の計２名で構成され、各部門及び一部子会社の業務執行の適正性や妥当性を

モニタリングし、適時、取締役への報告を行っております。 

 監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名で構成され、いずれも社外監査役であります。監査役は、取

締役会などの重要会議に出席し、経営全般または個別案件に関する客観的かつ公正な意見陳述を行うとともに、

監査役会で立案した監査計画に従い取締役の業務執行に対して適法性を監査いたしております。 



⑤会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は村上眞治、久世浩一の２名であり、監査法人トーマツに所属いた

しております。また、監査業務に係わる補助者の人数は、平成18年２月期で計17名であり、その構成は、公認会

計士８名、会計士補６名、その他３名となっております。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役である能登章友は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件を満たしてお

ります。能登章友（平成17年５月就任）は、伊藤忠商事㈱の執行役員でありますが、同社は子会社である伊藤忠

フレッシュ㈱を通じて平成18年２月28日現在、当社株式の20.06％を所有しております。また、当社は伊藤忠商

事㈱より原材料の購入を行っております。 

 当社の社外監査役である森望人、増岡研介及び栢沼康夫は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律第18条第１項に定める社外監査役の要件を満たしております。森望人（平成16年５月就任）は、当社監査役就

任時に伊藤忠商事㈱の生活資材・科学品カンパニーチーフフィナンシャルオフィサー兼生活資材・科学品経営管

理部長を退任し、当社の常勤監査役に就任しております。増岡研介（平成６年５月就任）は、増岡章三法律事務

所に所属する弁護士ですが、当社は同事務所と法律問題に関しての相談・処理を目的とした契約を適宜締結いた

しております。栢沼康夫（平成17年５月就任）は、伊藤忠商事㈱の食料カンパニーチーフフィナンシャルオフィ

サー兼食料経営管理部長ですが、当社と同社の関係につきましては前述の通りであります。 

（3）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制といたしましては、食の安全性を確保するために環境品質推進担当を設置し、衛生管理

についての指導を店舗・工場で実施しているほか、外部検査機関における定期的な衛生点検も実施し、より安全

な食品の提供に努めております。また、全社員の行動規範の羅針盤として『企業行動規範＝コンプライアンス・

ガイド』を作成し、企業倫理の徹底へ向けた啓蒙活動を行っております。さらに、規範違反に関する社員からの

内部通報窓口を設置することにより、自浄作用を高めております。 

（4）役員報酬の内容 

 当社の取締役および監査役に対する報酬等の内容は、以下の通りです。 

（注）昭和63年5月25日開催の第31期定時株主総会により決定された取締役の報酬限度額は月額20百万円、平成

16年5月25日開催の第47期定時株主総会により決定された監査役の報酬限度額は月額４百万円でありま

す。 

なお、平成17年度より、従来と比較してより業績連動色を強めた報酬制度に移行しております。 

（5）監査報酬の内容 

 当社の監査法人トーマツに対する報酬の内訳は以下の通りです。 

区分 
支払額 

社内取締役  社外取締役 監査役 計 

①定款又は株主総会に基づく報酬 （注） 174百万円 0百万円 22百万円 197百万円

②株主総会決議に基づく退職慰労金  － 0百万円 7百万円 7百万円

計 174百万円 0百万円 30百万円 205百万円

区分 支払額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 28百万円



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日ま

で）及び前事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）並びに当連結会計年度（平成17年３月１日から

平成18年２月28日まで）及び当事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 
平成17年２月28日 

当連結会計年度 
平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※３ 25,808 26,264 

２ 受取手形及び売掛金  3,473 3,511 

３ 有価証券  19 － 

４ たな卸資産  2,853 4,732 

５ 繰延税金資産  843 788 

６ その他  1,456 1,251 

貸倒引当金  △36 △16 

流動資産合計  34,419 35.3 36,530 37.2

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

１ 建物及び構築物 ※３ 37,152 38,494   

   減価償却累計額   21,364 15,787 22,751 15,743 

２ 機械装置及び運搬具  3,734 4,003   

   減価償却累計額  2,889 845 3,153 849 

３ 工具、器具及び備品  9,137 9,171   

   減価償却累計額  6,941 2,196 7,330 1,840 

４ 土地 ※３ 9,625 9,805 

５ 建設仮勘定  218 346 

有形固定資産合計  28,673 29.4 28,586 29.2

(2)無形固定資産    

１ 連結調整勘定  － 725 

２ その他  2,339 2,327 

無形固定資産合計  2,339 2.4 3,053 3.1

 



    
前連結会計年度 
平成17年２月28日 

当連結会計年度 
平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3）投資その他の資産    

１ 投資有価証券 ※１  2,967 6,388 

２ 関係会社株式  4,789 － 

３ 長期貸付金  1,246 1,108 

４ 長期前払費用  2,684 2,735 

５ 差入保証金 ※３ 12,766 13,130 

６ 投資不動産 ※３ 3,858 3,530   

   減価償却累計額  676 3,181 828 2,701 

７ 繰延税金資産  1,449 1,453 

８ その他 ※１ 3,572 2,765 

貸倒引当金  △458 △327 

投資損失引当金  △110 － 

投資その他の資産合計  32,090 32.9 29,954 30.5

固定資産合計  63,103 64.7 61,593 62.8

資産合計  97,522 100.0 98,124 100.0 

     
 



    
前連結会計年度 
平成17年２月28日 

当連結会計年度 
平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  3,957 4,337 

２ 短期借入金  2,916 2,578 

３ 未払法人税等  294 1,046 

４ 賞与引当金  972 1,115 

５ その他 ※３ 5,727 5,898 

流動負債合計  13,867 14.2 14,976 15.3

Ⅱ 固定負債    

１ 新株予約権付社債  5,000 － 

２ 長期借入金  4,178 3,331 

３ 退職給付引当金  2,998 2,819 

４ 役員退職慰労引当金  578 654 

５ その他 ※３ 2,438 2,342 

固定負債合計  15,194 15.6 9,147 9.3

負債合計  29,062 29.8 24,123 24.6

     

（少数株主持分）     

少数株主持分  3,460 3.5 4,975 5.1

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※５ 10,265 10.6 10,265 10.4

Ⅱ 資本剰余金  11,139 11.4 11,139 11.3

Ⅲ 利益剰余金  57,237 58.7 54,904 55.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 △285 △0.3 △212 △0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,157 △1.2 △928 △0.9

Ⅵ 自己株式 ※６ △12,199 △12.5 △6,144 △6.2

資本合計  65,000 66.7 69,024 70.3

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 97,522 100.0 98,124 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  117,962 100.0 122,386 100.0 

Ⅱ 売上原価  47,462 40.2 46,402 37.9

売上総利益  70,499 59.8 75,983 62.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 71,718 60.8 73,287 59.9

営業利益又は営業損失
(△) 

 △1,219 △1.0 2,695 2.2

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  51 47   

２ 受取配当金  25 12   

３ 投資有価証券売却益  19 －   

４ 賃貸収入  589 550   

５ 物流収入  49 54   

６ 受取手数料  125 117   

７ 為替差益  10 14   

８ 雑収入  415 1,287 1.1 235 1,031 0.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  140 129   

２ 投資有価証券売却損  11 －   

３ たな卸資産評価損  40 7   

４ 賃貸費用  445 407   

５ 持分法による投資損失  506 872   

６ 雑損失  81 1,225 1.1 127 1,545 1.2

経常利益又は経常損失
(△) 

 △1,157 △1.0 2,181 1.8

     
 



   
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ － 33   

２ 投資有価証券売却益   1,419 －   

３ 関係会社株式売却益   49 123   

４ 新株引受権戻入益   18 25   

５ 貸倒引当金戻入益   30 135   

６ 評定済資産戻入益   110 142   

７ 厚生年金基金代行返上
益 

 5,337 6,966 5.9 － 461 0.4

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除売却損 ※３ 714 425   

２ 固定資産評価損 ※４ 137 －   

３ 減損損失 ※５ 2,732 235   

４ 投資有価証券売却損  3 －   

５ 関係会社株式売却損   － 577   

６ 投資有価証券評価損  － 5   

７ 関係会社株式評価損   － 4   

８ 関係会社出資金評価損   － 29   

９ 契約解約損  24 29   

10 投資損失引当金繰入額  110 －   

11 たな卸資産廃棄損  － 91   

12 訴訟和解金 ※６ 388 27   

13 持分変動損失   － 158   

14 過年度損益修正損  258 4,370 3.7 － 1,585 1.3

税金等調整前当期純利益  1,438 1.2 1,057 0.9

法人税、住民税及び事業
税 

 469 1,114   

法人税等調整額  △151 317 0.2 76 1,190 1.0

少数株主利益  1,879 1.6 254 0.2

当期純損失  758 △0.6 387 △0.3

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高  11,139   11,139

Ⅱ 資本剰余金期末残高  11,139   11,139

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  61,099   57,237

Ⅱ  利益剰余金減少高    

１ 当期純損失  758 387 

２ 配当金  1,812 982 

３ 役員賞与  93 － 

４ 自己株式処分差損  1,178 962 

５ 連結子会社増加による
減少高 

 18 3,861 － 2,332

Ⅲ 利益剰余金期末残高  57,237   54,904

     



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

税金等調整前当期純利益   1,438 1,057 

減価償却費   3,550 3,318 

連結調整勘定償却額   88 159 

持分変動損失    － 158 

貸倒引当金の増減(△)額   54 △150 

賞与引当金の増減(△)額   △21 130 

退職給付引当金の増減(△)額   △507 △180 

役員退職慰労引当金の増減(△)
額 

  △42 75 

受取利息及び受取配当金   △76 △60 

支払利息   140 129 

持分法による投資損益(△)   506 872 

投資有価証券売却損益(△)   △1,424 － 

投資有価証券評価損   － 5 

関係会社株式売却損益(△)   △49 453 

関係会社株式評価損   － 4 

固定資産除売却損益(△)   714 391 

固定資産評価損   137 － 

減損損失   2,732 235 

厚生年金基金代行返上益   △5,337 － 

売上債権の増(△)減額   402 △34 

たな卸資産の増(△)減額   △400 △1,842 

仕入債務の増減(△)額   △1,001 359 

未収入金の増(△)減額   △87 △6 

役員賞与の支払額   △93 － 

その他の資産・負債の増減(△)
額 

  176 505 

 小計   900 5,582 

 



    
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額   76 59 

利息の支払額   △142 △135 

法人税等の支払額   △2,825 △366 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △1,991 5,139 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

定期預金の預入れによる支出   △97 △55 

定期預金の払戻しによる収入   110 93 

抵当証券の取得による支出   △1,000 － 

抵当証券の売却による収入   3,000 － 

有形固定資産の取得による支出   △2,992 △2,666 

有形固定資産の売却による収入   44 9 

無形固定資産の取得による支出   △206 △335 

固定資産撤去による支出   △139 △70 

投資有価証券の取得による支出   △37 △1,000 

投資有価証券の売却による収入   3,221 － 

投資事業組合分配金による収入   － 123 

出資による支出   － △500 

投資有価証券の償還による収入   － 400 

差入保証金の差入による支出   △471 △499 

差入保証金の回収による収入   860 414 

貸付による支出   △773 △103 

貸付金の回収による収入   193 340 

投資不動産の売却による収入   117 369 

関係会社株式取得による支出   △3,711 △2,076 

関係会社株式売却による収入   55 654 

関係会社出資による支出   △31 － 

長期性預金の預入れによる支出    △2,200 － 

長期性預金の払戻しによる収入   － 1,000 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △4,058 △3,904 

 



    
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

    

短期借入金の純増減(△)額   539 △383 

長期借入金の返済による支出   △857 △850 

自己株式の売却による収入   － 92 

少数株主からの払込による収入   － 1,353 

新株予約権付社債発行による収
入 

  10,000 － 

配当金の支払額   △1,805 △1,011 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  7,876 △799 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  △0 40 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減(△)額   1,826 475 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等
物の増加額 

  80 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高   23,635 25,542 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 25,542 26,018 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数       14社 

連結子会社名 

ヨシノヤアメリカ・インク 

ヨシノヤウエスト・インク 

ヨシノヤフランチャイズオブノース

アメリカ・インク 

ヨシノヤニューヨーク・インク 

台湾吉野家(股) 

㈱沖縄吉野家 

㈱京樽 

㈱ピーターパンコモコ 

㈱ポット・アンド・ポット 

㈱上海エクスプレス 

㈱ＭＲサービス 

㈱コンスタンツ 

㈱関山 

㈱新杵 

なお、㈱関山及び㈱新杵について

は、当連結会計年度において、重要

性が増加したため連結の範囲に含め

ることといたしました。 

(1)連結子会社の数       15社 

連結子会社名 

ヨシノヤアメリカ・インク 

ヨシノヤウエスト・インク 

ヨシノヤフランチャイズオブノース

アメリカ・インク 

ヨシノヤニューヨーク・インク 

台湾吉野家(股) 

㈱沖縄吉野家 

㈱九州吉野家 

㈱京樽 

㈱ピーターパンコモコ 

㈱ポット・アンド・ポット 

㈱上海エクスプレス 

㈱ＭＲサービス 

㈱コンスタンツ 

㈱関山 

㈱新杵 

なお、㈱九州吉野家については、当

連結会計年度において、設立し株式

を取得したため連結の範囲に含める

ことといたしました。 

  (2)主要な非連結子会社名 

上海吉野家快餐(有) 

㈱石焼ビビンパ 

(2)主要な非連結子会社名 

上海吉野家快餐(有) 

㈱石焼ビビンパ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社の合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等

は、いずれも少額であり、連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外しており

ます。 

（連結の範囲から除いた理由） 

      同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社の数  ２社 

持分法適用会社名 

㈱北海道吉野家 

㈱はなまる 

なお、㈱はなまるについては、平成

16年６月１日に新たに株式を取得し

たため、当連結会計年度より持分法

を適用することといたしました。 

(1)持分法適用の関連会社の数  ２社 

持分法適用会社名 

㈱北海道吉野家 

㈱はなまる 

 



項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  (2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の名

称 

(2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の名

称 

  上海吉野家快餐(有) 

㈱石焼ビビンパ 

上海吉野家快餐(有) 

㈱石焼ビビンパ 

  （持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外して

おります。 

（持分法を適用しない理由） 

      同左 

  (3）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

各社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

(3)      同左 

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項 

連結子会社である㈱ポット・アンド・ポ

ット、㈱コンスタンツの決算日は、11月

30日であり、㈱京樽、㈱上海エクスプレ

ス、㈱関山、㈱新杵、在外連結子会社の

決算日は12月31日であります。連結財務

諸表の作成に当っては、同日現在の財務

諸表を使用しております。 

なお、連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、連結上必要な調整を行

っております。 

連結子会社である㈱ポット・アンド・ポ

ット、㈱コンスタンツの決算日は、11月

30日であり、㈱九州吉野家、㈱京樽、㈱

上海エクスプレス、㈱関山、㈱新杵、在

外連結子会社の決算日は12月31日であり

ます。連結財務諸表の作成に当っては、

同日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

なお、連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、連結上必要な調整を行

っております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

  満期保有目的債券 

償却原価法 

満期保有目的債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 



項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  ②たな卸資産 

国内連結会社は主として市場性ある

肉については総平均法による低価

法、それ以外については総平均法に

よる原価法を採用しておりますが、

貯蔵品については最終仕入原価法を

採用しております。 

なお、在外連結子会社は、移動平均

法による低価法を採用しておりま

す。 

②たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  ①有形固定資産及び投資不動産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降取得の

建物については定額法を採用してお

ります。 

①有形固定資産及び投資不動産 

同左 

  主な耐用年数 

建物及び構築物   ８年～50年 

機械装置及び運搬具 ７年～13年 

工具、器具及び備品 ５年～６年 

  

  ②無形固定資産 

定額法 

但し、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

なお、在外連結子会社は定額法によっ

ております。 

②無形固定資産 

同左 

 

 

 

 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収の可能性を検

討し回収不能見込額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

    

②投資損失引当金  

関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その資産内容等を検討し

計上しております。 

  

②投資損失引当金  

───── 

  ③賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備える

為、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

③賞与引当金 

同左 

 



項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  ④退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。数理計算上

の差異は、その発生時の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（７年～10

年）による定額法により発生時の翌

連結会計年度より費用処理しており

ます。過去勤務債務は、その発生時

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により発生

時より費用処理しております。 

（追加情報） 

連結子会社㈱京樽は、確定給付企業

年金法の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成16年７月1

日に厚生労働大臣から過去分返上の

認可を受けました。 

当連結会計年度における損益に与え

ている影響額は、厚生年金基金代行

返上益（特別利益）として53億37百

万円であります。 

④退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。数理計算上

の差異は、その発生時の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（７年～10

年）による定額法により発生時の翌

連結会計年度より費用処理しており

ます。 

  

  

  ⑤役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

但し、在外連結子会社は、役員退職

慰労金制度を有しないため計上して

おりません。 

⑤役員退職慰労引当金 

同左 

  (4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

(4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

 



項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

但し、在外連結子会社は、所在地国

の会計基準に従った処理を行ってお

ります。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

要件を満たしておりますので特例処

理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金変動金利 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

金利変動によるリスクを回避するた

め、金利スワップを行っておりま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジの有効性の評価方法 

ヘッジ有効性の評価は、原則として

ヘッジ開始時から有効性評価時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動の累計

とを比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。 

④ヘッジの有効性の評価方法 

同左 

  (7）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は税抜方式

によっております。 

(7）消費税等の会計処理方法 

 同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は

全面時価評価法によっております。 

同左 

 



表示方法の変更 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項  目 
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

で均等償却しておりますが、金額が僅少

な場合は発生年度に全額償却しておりま

す。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱に

関する事項 

連結剰余金計算書における利益処分は、

連結会計年度中に確定した利益処分に基

づいて作成しております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

────── 前連結会計年度まで独立掲記しておりました「関係会社

株式」（当連結会計年度末残高2,856百万円）は、金額的

重要性が乏しくなったため、「投資有価証券」に含めて

表示することにいたしました。        

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31

日）が平成16年３月31日に終了する連結会計年度に係る財

務諸表から適用できる事になったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。

これによる税金等調整前当期純利益に与える影響額は、27

億32百万円であります。 

なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接

控除しております。 

  

────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
平成17年２月28日 

当連結会計年度 
平成18年２月28日 

※１ 非連結子会社及び関連会社に係るもの ※１ 非連結子会社及び関連会社に係るもの 

 科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。 

 科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。 
その他の投資その他の資産(出資金) 502百万円  投資有価証券   2,956百万円

 その他の投資その他の資産(出資金) 361百万円

 ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

 次のとおり債務の保証をしております。  次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 保証内容 金額（百万円） 

ＦＣ加盟者(５社) 金融機関借入 78 

ＦＣ加盟者(４社) 〃 
115 

(1,066千USドル) 

㈱北海道吉野家 〃 47 

㈱石焼ビビンパ 〃 88 

ＦＣ加盟者(80社) 仕入債務 10 

計 － 340 

被保証先 保証内容 金額（百万円） 

ＦＣ加盟者(５社) 金融機関借入  57 

ＦＣ加盟者(４社) 〃 
 113 

  (958千USドル) 

㈱北海道吉野家 〃  35 

㈱石焼ビビンパ 〃  111 

ＦＣ加盟者(67社) 仕入債務  10 

計 － 327 

※３ 担保資産及び担保付債務 ※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産の額（簿価） 担保に供している資産の額（簿価） 

土地 2,189百万円

建物 662 

定期預金 31 

差入保証金 21 

投資不動産 163 

 計 3,068 

土地      2,189百万円

建物  629 

定期預金  36 

差入保証金  15 

投資不動産  161 

 計      3,033 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

未払金 41百万円

長期未払金 1,493 

未払金   58百万円

長期未払金      1,434 

 ４ 連結子会社ヨシノヤアメリカ・インクにおいて

は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と

貸出コミットメント契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 ４ 連結子会社ヨシノヤアメリカ・インクにおいて

は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と

貸出コミットメント契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

借入コミットメントの総額 1,146百万円

借入実行残高 604 

 差引額 541 

借入コミットメントの総額     1,298百万円

借入実行残高  11 

 差引額   1,286 

※５ 発行済株式の種類及び総数 ※５ 発行済株式の種類及び総数 

普通株式 662,405株 普通株式 662,405株 

※６ 自己株式の種類及び数 ※６ 自己株式の種類及び数 

普通株式 63,694.2株 普通株式 32,082.2株 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

※１ 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。 ※１ 主要な費用及び金額は、次のとおりであります。
広告宣伝費 2,824百万円
役員報酬 385 
給料手当 9,979 
賞与引当金繰入額 941 
退職給付費用 808 
役員退職慰労引当金繰入額 109 
パート費 20,927 
地代家賃 11,524 
水道光熱費 3,791 
減価償却費 3,182 
連結調整勘定償却額 88 

広告宣伝費      2,375百万円
役員報酬  413 
給料手当    11,279 
賞与引当金繰入額  1,081 
退職給付費用  703 
役員退職慰労引当金繰入額  82 
パート費 20,824 
地代家賃 11,149 
水道光熱費      4,017 
減価償却費      2,977 
連結調整勘定償却額  159 

※２        ─────── ※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま
す。        

  
投資不動産    31百万円
その他  1 

計 33 
※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 
※３ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 
建物及び構築物 396百万円
機械装置及び運搬具 6 
工具、器具及び備品 74 
投資不動産 55 
撤去費用他 180 

 計 714 

建物及び構築物    267百万円
機械装置及び運搬具  7 
工具、器具及び備品  36 
撤去費用他 113 

計 425 

※４ 固定資産評価損の内訳は、次のとおりでありま
す。 

※４             ─────── 

電話加入権 137百万円  
※５ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。

 当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す
最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルーピン
グを行っております。営業損失が継続している店舗及び、
帳簿価額に対し時価が著しく下落している店舗等の帳簿価
額を回収可能額まで減額しております。 
 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額と
使用価値を比較して、主として使用価値により測定してお
ります。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準に基づく鑑
定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用
しております。使用価値の算出にあたっては、将来キャッ
シュ・フローを3.00％～7.87％で割引いて算出しておりま
す。 

場所 用途 種類 
減損損失
（百万円）

当社 
店舗 

建物、土地
等 

1,264

(東京都千代田区他) 
賃貸資産

建物、借地
権等 

666

㈱京樽 
店舗等 

建物、土地
等 

338

(東京都中央区他) 
賃貸資産

投資不動産
(土地等) 

335

㈱ピーターパンコモコ 
(東京都渋谷区他) 

店舗 建物等 18

㈱新杵 
(東京都中央区他) 

店舗 
工具、器具
及び備品等 

1

㈱上海エクスプレス 
(東京都中野区他) 

店舗等 
建物、営業
権等 

107

計 2,732

※５ 減損損失の内訳は、次のとおりであります。 

 当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す
最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルーピン
グを行っております。営業損失が継続している店舗及び、
帳簿価額に対し時価が著しく下落している店舗等の帳簿価
額を回収可能額まで減額しております。 
 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額と
使用価値を比較して、主として使用価値により測定してお
ります。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準に基づく鑑
定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用
しております。使用価値の算出にあたっては、将来キャッ
シュ・フローを3.00％～6.78％で割引いて算出しておりま
す。 

場所 用途 種類 
減損損失
（百万円）

当社 
店舗 建物等 103

(東京都新宿区他) 

㈱京樽 
店舗等 

建物、土地
等 

48

(東京都中央区他) 
賃貸資産

投資不動産
(土地等) 

36

  遊休不動
産  

 土地 39

㈱ピーターパンコモコ 
(佐賀県佐賀市他) 

店舗 建物等 6

㈱新杵 
(東京都中央区他) 

店舗 建物等 0

計 235

※６ 米国子会社における雇用に関する係争の和解金で
あります。 

※６ 米国子会社における雇用に関する係争の和解金で
あります。 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 25,808百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 
△265

  

現金及び現金同等物 25,542  

現金及び預金勘定 26,264百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金等 
△246

  

現金及び現金同等物 26,018  

 ２ 重要な非資金取引の内容  ２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

新株予約権の行使による自己株

式の減少額 
6,178百万円

自己株式処分差損 △1,178  

新株予約権の行使による新株予

約権付社債の減少額 
5,000

  

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

新株予約権の行使による自己株

式の減少額 
5,967百万円

自己株式処分差損 △967  

新株予約権の行使による新株予

約権付社債の減少額 
5,000

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 

借主側 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンスリース取引 

借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
機械装置及
び運搬具   

工具、器具
及び備品   

合計 

  百万円  百万円  百万円
取得価額相当
額 

105  2,170  2,276

減価償却累計
額相当額 

69  1,285  1,354

減損損失累計
額相当額 

－  16  16

期末残高相当
額 

36  868  904

  
機械装置及
び運搬具  

工具、器具
及び備品   

合計 

  百万円 百万円  百万円
取得価額相当
額 

114 1,570  1,685

減価償却累計
額相当額 

83 1,076  1,160

減損損失累計
額相当額 

－ 10  10

期末残高相当
額 

31 483  514

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 428百万円

１年超 475 

 合計 904 

リース資産減損勘定の残高 16 

１年以内    298百万円

１年超 216 

 合計 514 

リース資産減損勘定の残高 10 

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 551百万円

リース資産減損勘定の取崩額 － 

減価償却費相当額 551 

減損損失 16 

支払リース料    441百万円

リース資産減損勘定の取崩額 9 

減価償却費相当額 441 

減損損失 3 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

１ 借主側 

未経過リース料 

１ 借主側 

未経過リース料 

１年以内 616百万円

１年超 2,995 

 合計 3,611 

１年以内    652百万円

１年超 2,961 

 合計 3,614 

２ 貸主側 

未経過リース料 

２ 貸主側 

未経過リース料 

１年以内 16百万円

１年超 60 

 合計 77 

１年以内   15百万円

１年超 40 

 合計 55 



（有価証券関係） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

時価が連結貸借対照表計上額を

超えるもの 
19 19 0 － － － 

時価が連結貸借対照表計上額を

超えないもの 
－ － － － － － 

合計 19 19 0 － － － 

区分 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
            

(1)株式 5 11 6 6 15 9 

(2)債券 － － － 500 500 0 

(3)その他 － － － － － － 

小計 5 11 6 506 516 10 

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
            

(1)株式 1,654 1,179 △475 1,654 1,292 △362 

(2)債券 2 1 △0 502 501 △0 

(3)その他 299 289 △10 299 286 △13 

小計 1,956 1,470 △486 2,456 2,080 △375 

合計 1,961 1,482 △479 2,962 2,596 △365 

前連結会計年度 
(自平成16年３月１日 至平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日) 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

3,221 1,439 15 － － － 



４ 時価評価されていない主な有価証券の内訳及び連結貸借対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 

注.満期保有目的の債券の当連結会計年度の減少は繰上償還によるものであります。 

  

      (2)その他有価証券 

     ５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

次へ  

内容 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場債券 400 － 

合計 400 － 

内容 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場債券 － － 

非上場株式（店頭売買株式を除く）  587 587 

投資事業有限責任組合 497 348 

合計 1,085 935 

区分 

前連結会計年度（平成17年２月28日） 当連結会計年度（平成18年２月28日） 

１年以内
(百万円) 

１年超５年
以内 
(百万円) 

５年超10年
以内 
(百万円) 

10年超 
（百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超５年
以内 
(百万円) 

５年超10年
以内 
(百万円) 

10年超 
（百万円) 

債券                 

国債・地方債等 19 － － － － － － － 

社債 － 1 － － － 2 － － 

非上場債券 － － 400 － 499 500 － － 

合計 19 1 400 － 499 502 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年２月28日現在） 

 ヘッジ会計を利用しておりますので、記載対象から除いております。 

当連結会計年度（平成18年２月28日現在） 

 ヘッジ会計を利用しておりますので、記載対象から除いております。 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

(1）取引内容及び利用目的等 

連結子会社㈱京樽では、借入金利等の将来の金利市

場における利率上昇による変動リスクを回避するた

め、金利スワップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例の要件を満たしてい

るため、特例処理を採用しております。 

ヘッジ手段 … 金利スワップ 

ヘッジ対象 … 借入金利息 

ヘッジ方針 

金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺する

目的で行っております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効

果が極めて高いことから事前事後の検証は行ってお

りません。 

(1）取引内容及び利用目的等 

同左 

(2）取引に関する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）取引に関する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場全体の変動によるリスク

を有しております。 

なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い金融機関であり、契約不履行による信用リ

スクはほとんどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

金利スワップ契約の締結等は取締役会の承認に基づ

いており、取引の実行管理は経理部で行っておりま

す。 

(4）取引に係るリスクの管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制

度及び適格退職年金制度を設けております。 

また、連結子会社である㈱京樽は、京樽厚生年金基

金を設けております。 

在外連結子会社の一部は、確定拠出型制度等を設け

ております。 

なお、連結子会社㈱京樽は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平

成16年７月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認

可を受けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制

度及び適格退職年金制度を設けております。 

また、連結子会社である㈱京樽は、京樽厚生年金基

金を設けております。 

在外連結子会社の一部は、確定拠出型制度等を設け

ております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成17年２月28日現在） 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成18年２月28日現在） 

イ 退職給付債務（注）１、２ △10,532百万円

ロ 年金資産 6,713 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △3,818 

ニ 未認識数理計算上の差異 820 

ホ 退職給付引当金(ハ＋ニ) △2,998 

イ 退職給付債務（注）１、２ △5,004百万円

ロ 年金資産 1,779 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △3,225 

ニ 未認識数理計算上の差異 406 

ホ 退職給付引当金(ハ＋ニ) △2,819 

（注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してお

ります。 

２ 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

（注）１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してお

ります。 

２ 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

イ 勤務費用（注）１、２ 292百万円

ロ 利息費用 216 

ハ 期待運用収益 △8 

ニ 過去勤務債務の費用処理額 △4 

ホ 数理差異の費用処理額 113 

ヘ 確定拠出年金等への掛金支払額 243 

ト 退職給付費用 

  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ) 
852 

イ 勤務費用（注）１、２    277百万円

ロ 利息費用 104 

ハ 期待運用収益 △15 

ニ 数理差異の費用処理額 132 

ホ 確定拠出年金等への掛金支払額 240 

ヘ 退職給付費用 

  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 
738 

（注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「勤務費用」に含めて表示しており

ます。 

（注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「勤務費用」に含めて表示しており

ます。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.0％～1.5％

ニ 過去勤務債務の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 7年～10年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.5％～1.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 7年～10年



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産・負債の発生の主な原因別の内訳 
（繰延税金資産）   
（流動資産）   
賞与引当金損金不算入額 396百万円
翌期閉鎖予定店舗費用 19 
繰越欠損金 319 
その他 215 
繰延税金資産(流動)小計 951 
評価性引当額 △107 
繰延税金資産(流動)合計 843 

（固定資産）   
貸倒引当金損金算入限度超
過額 

164
 

固定資産減価償却超過額 365 
未実現固定資産売却益 109 
役員退職慰労引当金否認額 234 
投資有価証券評価損否認額 227 
退職給付引当金否認額 1,206 
会員権評価損否認額 253 
減損損失損金不算入額 1,071 
繰越欠損金 3,760 
その他有価証券評価差額金 194 
その他 246 
繰延税金資産(固定)小計 7,834 
評価性引当額 △6,384 
繰延税金資産(固定)合計 1,449 
繰延税金資産の合計 2,293 

（繰延税金資産）    
（流動資産）    
未払事業税 125百万円
賞与引当金損金不算入額 451  
繰越欠損金 93  
未払費用 215  
その他 108  
繰延税金資産(流動)小計 994  
評価性引当額 △206  
繰延税金資産(流動)合計 788  

（固定資産）    
貸倒引当金損金算入限度超
過額 

100
  

固定資産減価償却超過額 395  
未実現固定資産売却益 91  
役員退職慰労引当金否認額 266  
投資有価証券評価損否認額 231  
退職給付引当金否認額 1,135  
会員権評価損否認額 252  
減損損失損金不算入額 1,143  
繰越欠損金 3,436  
その他有価証券評価差額金 146  
その他 333  
繰延税金資産(固定)小計 7,533  
評価性引当額 △6,077  
繰延税金資産(固定)合計 1,455  

（繰延税金負債）    
（固定負債）    
その他有価証券評価差額金 △2  
    繰延税金負債（△）(固定)合計 △2  
繰延税金資産・負債
（△）の純額 

2,241  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％
（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない
項目 

6.3
 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△1.8
 

住民税均等割 27.6 
評価性引当額等の影響額 △68.2 
連結調整勘定償却額 2.6 
持分法投資損益 14.7 
その他 △0.9 
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

22.1
 

法定実効税率 40.6％
（調整）   
交際費等永久に損金に算入されない
項目 

11.5
 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

△0.1
 

住民税均等割 31.7 
評価性引当額等の影響額 △25.7 
持分法投資損益 33.5 
欠損金期限切れ 11.0 
持分変動損失 6.1 
その他 3.9 
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

112.5
 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、事業組織別及び販売商品等を勘案し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品等の名称 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金、長期投資資金及

び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度     29,927百万円 

当連結会計年度     28,351百万円 

  
牛丼関連事
業(百万円) 

寿司関連事
業(百万円) 

スナック関
連事業 
(百万円) 

その他飲食
事業 
(百万円) 

その他の事
業(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業

損益 
                

売上高                 

(1）外部顧客に対

する売上高 
72,259 32,704 9,412 2,678 906 117,962 － 117,962 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － 46 － 1,757 1,804 (1,804) － 

計 72,259 32,704 9,459 2,678 2,664 119,766 (1,804) 117,962 

営業費用 73,627 32,180 9,175 3,002 2,815 120,801 (1,620) 119,181 

営業利益又は営

業損失(△) 
△1,367 524 283 △324 △150 △1,034 (184) △1,219 

Ⅱ 資産、減価償却

費、固定資産減

損損失及び資本

的支出 

                

資産 37,563 21,028 3,916 5,316 1,290 69,116 28,406 97,522 

減価償却費 1,905 799 233 74 17 3,030 519 3,550 

固定資産減損損

失 
1,282 673 20 127 － 2,104 628 2,732 

資本的支出 1,878 821 241 150 5 3,096 103 3,200 

事業区分 区分に属する主要な商品等の名称 

牛丼関連事業 
牛丼、豚丼、朝定食、お新香等及び肉、米、タレ等の食材並びに弁当箱等の
包材及び備品 

寿司関連事業 店頭販売における鮨の持ち帰り及び回転寿司

スナック関連事業
たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体とした各種和風ファーストフー
ド、和菓子の製造・販売 

その他飲食事業 カレーの店頭販売、中華・西洋料理の宅配

その他の事業 施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸



当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業区分は、事業組織別及び販売商品等を勘案し、区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な商品等の名称 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金、長期投資資金及

び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度     28,351百万円 

当連結会計年度     28,160百万円 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 
 全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％
を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 
 全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％
を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 
当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 
 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  
牛丼関連事
業(百万円) 

寿司関連事
業(百万円) 

スナック関
連事業 
(百万円) 

その他飲食
事業 
(百万円) 

その他の事
業(百万円) 

計(百万円) 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業

損益 
                

売上高                 

(1）外部顧客に対

する売上高 
76,368 32,713 9,220 2,656 1,427 122,386 － 122,386 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

2 39 1 － 1,486 1,529 (1,529) － 

計 76,371 32,752 9,221 2,656 2,913 123,916 (1,529) 122,386 

営業費用 74,258 32,049 8,977 2,779 3,066 121,131 (1,440) 119,690 

営業利益又は営

業損失(△) 
2,113 702 244 △122 △152 2,784 (89) 2,695 

Ⅱ 資産、減価償却

費、固定資産減

損損失及び資本

的支出 

                

資産 38,596 21,268 3,974 5,042 1,549 70,431 27,692 98,124 

減価償却費 1,888 711 189 406 12 3,208 109 3,318 

固定資産減損損

失 
103 125 6 － － 235 － 235 

資本的支出 1,693 843 123 82 1 2,744 237 2,981 

事業区分 区分に属する主要な商品等の名称 

牛丼関連事業 
牛丼、豚丼、朝定食、お新香等及び肉、米、タレ等の食材並びに弁当箱等の

包材及び備品 

寿司関連事業 店頭販売における鮨の持ち帰り及び回転寿司 

スナック関連事業 
たい焼、たこ焼、お好み焼き等の商品を主体とした各種和風ファーストフー

ド、和菓子の製造・販売 

その他飲食事業 カレーの店頭販売、中華・西洋料理の宅配 

その他の事業 施設設備の工事及び営繕、不動産賃貸 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

属性 会社等の名称 住所 
資本金
又は出
資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

役員及

びその

近親者 

村田 光穂 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

47 － － 

  安部 修仁 － － 当社取締役
被所有 

直接0.2％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

47 － － 

  加藤 建司 － － 当社取締役
被所有 

直接0.1％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

37 － － 

  田中 常泰 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

37 － － 

  梅本 順一 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  折田 昌行 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  池上 久 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  渡部 政男 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  藤城 利英 － － 当社監査役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  阿部 孝 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  浦邊 正記 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

 



取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１ ※１は第43期定時株主総会、※２は第44期定時株主総会における決議に基づき付与されたものであり、※３

は第45期定時株主総会における決議に基づき発行されたものであります。 

２ 平成16年５月25日に村田光穂、阿井正夫は当社取締役を退任、田中常泰は当社取締役を辞任しており、上記

の取引金額は当連結会計年度の在任期間にかかるものであります。 

当連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

１ 役員及び個人主要株主等 

属性 会社等の名称 住所 
資本金
又は出
資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

役員及

びその

近親者 

阿井 正夫 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  田中 柳介 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  出射 孝次郎 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  鈴木 康彦 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  斎藤 公利 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※２ 

19 － － 

  牧 良也 － － 当社取締役
被所有 

直接0.1％ 
－ － 

商法第280条

ノ20および第

280条ノ21に

定める新株予

約権の発行 

※３ 

21 － － 

属性 会社等の名称 住所 
資本金
又は出
資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

役員及

びその

近親者 

安部 修仁 － － 当社取締役
被所有 

直接0.2％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

47 － － 

  加藤 建司 － － 当社取締役
被所有 

直接0.1％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

37 － － 

  梅本 順一 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  折田 昌行 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

 



取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注）１ ※１は第43期定時株主総会、※２は第44期定時株主総会における決議に基づき付与されたものであり、※３

は第45期定時株主総会における決議に基づき発行されたものであります。 

２ 平成17年５月26日に藤城利英は当社監査役を退任しており、上記の取引金額は当連結会計年度の在任期間に

かかるものであります。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金
又は出
資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

役員及

びその

近親者 

池上 久 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  渡部 政男 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

33 － － 

  藤城 利英 － － 当社監査役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  阿部 孝 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  浦邊 正記 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  田中 柳介 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  出射 孝次郎 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  鈴木 康彦 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※１ 

23 － － 

  斎藤 公利 － － 当社取締役
被所有 

直接0.0％ 
－ － 

改正前商法第

210ノ２に定

める譲渡請求

権の付与※２ 

19 － － 

  牧 良也 － － 当社取締役
被所有 

直接0.1％ 
－ － 

商法第280条

ノ20および第

280条ノ21に

定める新株予

約権の発行 

※３ 

21 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純損失額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）社債残高を期末の転換価額（165,000円）で除して得られた最大整数で表示しております。 

  
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１株当たり純資産額（円） 108,567 109,441 

１株当たり当期純損失金額（円） 1,329 690 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式は存在する

ものの1株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式は存在する

ものの1株当たり当期純損失であるた

め記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

当期純損失（百万円） 758 387 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 41 

（うち利益処分による役員賞与金） － 41 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 758 428 

期中平均株式数（株） 570,488 621,776 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

第２回新株引受権付社債（新株引受

権残高1億44百万円）、第1回無担保

転換社債型新株予約権付社債（社債

残高50億円）に付された新株予約権

（新株予約権の数30,303 個（注））

及び新株予約権4種類（新株予約権の

数5,125個）の概要は、「新株予約権

等の状況」及び「ストックオプショ

ン制度の内容」に記載のとおりであ

ります。 

  平成14年５月24日定時株主総会決

議及び平成15年５月22日定時株主総

会決議の新株予約権2種類（新株予約

権の数2,450個）及び平成13年５月24

日定時株主総会決議による自己株式

取得方式のストックオプション（新

株予約権の数100個）の概要は、「新

株予約権等の状況」及び「ストック

オプション制度の内容」に記載のと

おりであります。  

 また、第１回無担保転換社債型新

株予約権付社債の概要は以下の通り

であります。 

新株予約権付社債１銘柄 

銘柄の名称 

 第１回無担保転換社債型 

 新株予約権付社債 

期首額面総額     50億円 

転換価額 

 株式会社東京証券取引所におけ 

 る当社普通株式の普通取引価額 

 に応じて修正される。 

なお、上記新株予約権付社債は、平

成17年８月15日付で全て株式に転換

されております。            



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
 自 平成16年３月１日 
  至 平成17年２月28日 

当連結会計年度 
  自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日 

 ──────  当社は平成18年５月18日開催の取締役会において㈱はな

まるの株式5,755株を取得することを決議し、同日付けで

譲渡契約を締結いたしました。 

 なお、今回の取得により、同社は当社の持分法適用関連

会社から連結子会社になります。 

  

 （１）株式取得の概要 

    ①取得日  平成18年５月19日 

     ②取得株式数 5,755株（取得価額152百万円） 

    ③取得後の所有株式数 16,680株（51.0％） 

 （２）取得の目的 

    経営権の取得 

 （３）㈱はなまるの概要 

    ①代表者 代表取締役社長 前田 英仁 

    ②資本金 134百万円 

    ③所在地 東京都中央区銀座３－15－10 

    ④事業内容 本格的さぬきうどんチェーン「まんま

          るはなまるうどん」の直営店舗展開お

                   よびＦＣ店舗経営指導 

    ⑤売上高及び当期純損失 

 （平成17年12月期）

     売上高            7,564百万円 

      当期純損失           498百万円 

     ⑥総資産及び純資産 

  （平成17年12月31日現在）

      総資産           2,866百万円 

      純資産            261百万円 

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ ※１：提出会社 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

※１ 
第２回無担保新株引受

権付社債 

平成年月日 

13.８.16 

293 

(293)
－ 1.50 なし 

平成年月日 

17.８.16 

※１ 
第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債 

平成年月日 

16.11.15 
5,000 － － なし 

平成年月日 

18.11.15 

内部取引の消去 － △293 － － － － 

合計 － 5,000 － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,063 1,730 1.59 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 853 848 2.15 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く） 
4,178 3,331 2.14 平成７年～平成22年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 7,094 5,909 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 840 830 830 830 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

平成17年２月28日 
当事業年度 

平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  20,506 20,195 

２ 売掛金  1,112 1,008 

３ 商品  786 824 

４ 製品  34 34 

５ 原材料  861 2,548 

６ 仕掛品  0 1 

７ 貯蔵品  42 46 

８ 短期貸付金  246 216 

９ １年以内回収予定長期
貸付金 

 1,002 309 

10 未収入金  247 249 

11 繰延税金資産  611 482 

12 その他  208 178 

貸倒引当金  △35 △11 

流動資産合計  25,625 34.5 26,085 34.7

 



    
前事業年度 

平成17年２月28日 
当事業年度 

平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産    

１ 建物  19,236 19,711   

減価償却累計額  8,904 10,332 9,714 9,997 

２ 構築物  1,955 1,963   

減価償却累計額  1,298 656 1,371 591 

３ 機械及び装置  1,855 1,917   

減価償却累計額  1,432 423 1,515 402 

４ 車両運搬具  17 13   

減価償却累計額  16 0 12 0 

５ 工具、器具及び備品  6,102 6,094   

減価償却累計額  4,455 1,647 4,800 1,294 

６ 土地  4,672 4,722 

７ 建設仮勘定  137 277 

有形固定資産合計  17,870 24.0 17,286 23.0

(2)無形固定資産    

１ 営業権  168 215 

２ 借地権  492 492 

３ 商標権  17 16 

４ ソフトウエア  707 629 

５ 電話加入権  2 2 

６ その他  6 17 

無形固定資産合計  1,395 1.9 1,373 1.8

 



    
前事業年度 

平成17年２月28日 
当事業年度 

平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3)投資その他の資産    

１ 投資有価証券  2,818 2,377 

２ 関係会社株式  10,399 10,690 

３ 出資金  314 173 

４ 長期貸付金  887 789 

５ 従業員長期貸付金  9 5 

６ 関係会社長期貸付金  954 1,657 

７ 長期前払費用  2,429 2,285 

８ 差入保証金  9,324 9,528 

９ 会員権  90 90 

10 投資不動産  2,845 2,846   

減価償却累計額  473 2,371 535 2,310 

11 繰延税金資産  870 767 

12 その他  252 145 

貸倒引当金  △783 △414 

投資損失引当金  △471 － 

投資その他の資産合計   29,467 39.6 30,406 40.5

固定資産合計   48,734 65.5 49,067 65.3

資産合計  74,359 100.0 75,152 100.0 

     

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  1,999 2,307 

２ １年以内償還社債  293 － 

３ 未払金  690 731 

４ 未払法人税等  96 785 

５ 未払費用  997 1,025 

６ 預り金  233 242 

７ 賞与引当金  641 790 

８ 未払消費税等  273 267 

９ その他  97 58 

流動負債合計  5,323 7.2 6,208 8.3

 



    
前事業年度 

平成17年２月28日 
当事業年度 

平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 新株予約権付社債  5,000 － 

２ 退職給付引当金  594 573 

３ 役員退職慰労引当金  446 485 

４ 預り保証金  450 437 

固定負債合計  6,491 8.7 1,497 2.0

負債合計  11,815 15.9 7,705 10.3

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※１ 10,265 13.8 10,265 13.7

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  11,139 11,139   

資本剰余金合計  11,139 15.0 11,139 14.8

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,740 1,740   

２ 任意積立金    

別途積立金  55,500 49,500   

３ 当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 △3,616 1,159   

利益剰余金合計  53,624 72.1 52,400 69.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 △286 △0.4 △214 △0.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △12,199 △16.4 △6,144 △8.2

資本合計  62,543 84.1 67,446 89.7

負債資本合計  74,359 100.0 75,152 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 吉野家事業売上高  62,642 65,216   

２ 新業態事業売上高  559 63,201 100.0 557 65,773 100.0 

Ⅱ 売上原価    

(1)吉野家事業売上原価    

１ 商品、製品期首たな
卸高 

 968 809   

２ 当期製品製造原価  5,835 5,968   

３ 当期商品仕入高  21,888 20,688   

合計  28,692 27,466   

４ 商品、製品期末たな
卸高 

 809 844   

吉野家事業売上原価計  27,882 26,621   

(2)新業態事業売上原価    

１ 商品、製品期首たな
卸高 

 10 11   

２ 当期製品製造原価  110 143   

３ 当期商品仕入高  197 166   

合計  318 320   

４ 商品、製品期末たな
卸高 

 11 14   

新業態事業売上原価計  307 28,189 44.6 306 26,927 40.9

売上総利益  35,011 55.4 38,845 59.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 36,837 58.3 37,378 56.9

営業利益又は営業損失
(△) 

 △1,826 △2.9 1,467 2.2

 



   
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  59 54   

２ 受取配当金  19 2   

３ 有価証券売却益  19 －   

４ 賃貸収入  239 237   

５ 物流収入  49 53   

６ 受取手数料  89 85   

７ 雑収入  293 769 1.2 169 603 0.9

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  6 2   

２ 有価証券売却損  11 －   

３ 投資有価証券運用損   － 31   

４ 賃貸費用  114 96   

５ たな卸資産評価損  40 7   

６ 雑損失  35 208 0.3 44 181 0.2

経常利益又は経常損失
(△) 

 △1,264 △2.0 1,889 2.9

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益  － 0   

２ 投資有価証券売却益  1,418 －   

３ 関係会社株式売却益  － 123   

４ 新株引受権戻入益  18 25   

５ 貸倒引当金戻入益  － 373   

６ 評定済資産戻入益  24 1,462 2.3 － 522 0.8

     
 



   
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ たな卸資産廃棄損   － 91   

２ 固定資産除売却損  ※２ 280 235   

３ 固定資産評価損 ※３ 88 －   

４ 減損損失 ※４ 1,935 109   

５ 投資有価証券売却損   3 －   

６ 投資有価証券評価損  － 5   

７ 関係会社株式売却損  － 401   

８ 関係会社株式評価損  30 －   

９ 出資金評価損  － 29   

10 契約解約損  8 5   

11 貸倒引当金繰入額  75 －   

12 投資損失引当金繰入額  471 2,894 4.6 － 877 1.4

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△) 

 △2,696 △4.3 1,533 2.3

法人税、住民税及び事
業税 

 182 628   

法人税等調整額  50 232 0.3 183 812 1.2

当期純利益又は当期純
損失(△) 

 △2,929 △4.6 721 1.1

前期繰越利益  1,397 1,904 

中間配当額  906 503 

自己株式処分差損  1,178 962 

当期未処分利益又は当
期未処理損失(△) 

 △3,616 1,159 

     



製造原価明細書 

（脚注） 

    
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    

１ 期首原材料たな卸高  297 861   

２ 当期原材料仕入高  5,624 6,895   

合計  5,921 7,756   

３ 期末原材料たな卸高  861 5,060 85.1 2,548 5,208 85.2

Ⅱ 労務費 ※１ 418 7.0 457 7.5

Ⅲ 経費 ※２ 467 7.9 446 7.3

当期総製造費用  5,946 100.0 6,112 100.0 

期首仕掛品たな卸高  0 0 

合計  5,947 6,113 

期末仕掛品たな卸高  0 1 

当期製品製造原価 ※３ 5,946 6,111 

     

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

※１ 労務費のうち、賞与引当金繰入額12百万円が含ま

れています。 

※１ 労務費のうち、賞与引当金繰入額15百万円が含ま

れています。 

※２ 経費のうち主なものは、次のとおりであります。 ※２ 経費のうち主なものは、次のとおりであります。 

運賃保管料 89百万円

地代家賃 2 

水道光熱費 75 

消耗品費 60 

減価償却費 151 

運賃保管料 74百万円

地代家賃 2 

水道光熱費 76 

消耗品費 62 

減価償却費 145 

※３ 当社の原価計算は、実際原価による工程別総合原

価計算を行っております。 

※３          同左 



③【利益処分計算書】 

 （注）１ 平成16年11月９日に906百万円（１株につき1,600円）の中間配当を実施いたしました。 

２ 平成17年11月10日に503百万円（１株につき800円）の中間配当を実施いたしました。 

３ 日付は株主総会承認日であります。 

   
前事業年度 

平成17年５月27日 
当事業年度 

平成18年５月26日 

     区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   －   1,159

Ⅱ 利益処分額    

 1 配当金  － 504 

   
１株につき 

(普通配当 800円) 

 2 役員賞与  － － 20 524

   （監査役賞与）    （－）

Ⅲ 次期繰越利益  －   635

     

Ⅰ 当期未処理損失  3,616   －

Ⅱ 任意積立金取崩額    

別途積立金取崩額   6,000 6,000 － －

 計  2,383   －

Ⅲ 利益処分額     

配当金  478 478 － －

   
１株につき 

(普通配当 800円) 

  

  

Ⅳ 次期繰越利益  1,904   －

     



重要な会計方針 

項  目 
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)満期保有目的債券 

償却原価法 

(1)満期保有目的債券 

同左 

  (2)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3)その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は、全

部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの…移動平均法による

原価法 

(3)その他有価証券 

時価のあるもの…同左 

時価のないもの…同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

（市場相場のある肉） 

総平均法による低価法 

（上記以外） 

総平均法による原価法 

(1)商品 

（市場相場のある肉） 

同左 

（上記以外） 

同左 

  (2)製品 

（市場相場のある肉） 

総平均法による低価法 

（上記以外） 

総平均法による原価法 

(2)製品 

（市場相場のある肉） 

同左 

（上記以外） 

同左 

  (3)原材料 

（市場相場のある肉） 

総平均法による低価法 

（上記以外） 

総平均法による原価法 

(3)原材料 

（市場相場のある肉） 

同左 

（上記以外） 

同左 

  (4)仕掛品 

（市場相場のある肉） 

総平均法による低価法 

（上記以外） 

総平均法による原価法 

(4)仕掛品 

（市場相場のある肉） 

同左 

（上記以外） 

同左 

  (5)貯蔵品 

最終仕入原価法 

(5)貯蔵品 

同左 

 



項  目 
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産及び投資不動産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

の建物につきましては定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1)有形固定資産及び投資不動産 

      同左 

  

  

  建物 ８年～50年

機械及び装置 ７年～13年

工具、器具及び備品 ５年～６年

    

    

    

  (2)無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

(2)無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収の可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2）投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その資産内容等を検討

し、計上しております。 

(2）投資損失引当金 

同左  

  (3）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

(3）賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

従業員に対する退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。数理計算上の差

異は、その発生時の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による

定額法により、発生事業年度の翌事

業年度より費用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

      同左 

  (5）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

項  目 
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建の金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

８ その他の財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理方法 

      同左 

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

 固定資産の減損に係る会計基準 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年

10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係

る財務諸表から適用できる事になったことに伴い、当事

業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これによる税引前当期純損失に与える影響額は、19

億35百万円であります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

─────── 

           

  

  

  

  

           

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

前事業年度まで流動資産の「その他」に含めておりまし

た短期貸付金につきましては、重要性が増したため、流

動資産の「短期貸付金」に区分掲記することにいたしま

した。なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含ま

れる短期貸付金は２億65百万円であります。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
平成17年２月28日 

当事業年度 
平成18年２月28日 

※１ 会社が発行する株式の種類 

  及び総数 

普通株式 1,600,000株

発行済株式の種類及び総数 普通株式 662,405株

※２ 自己株式の種類及び数 普通株式 63,694.2株

※１ 会社が発行する株式の種類 

  及び総数 

普通株式 1,600,000株

発行済株式の種類及び総数 普通株式 662,405株

※２ 自己株式の種類及び数 普通株式 32,082.2株

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

次のとおり債務の保証をしております。 次のとおり債務の保証をしております。 

被保証先 保証内容 金額（百万円）

ＦＣ加盟者(５社) 金融機関借入 78 

㈱石焼ビビンパ    〃 88 

㈱沖縄吉野家    〃 49 

㈱北海道吉野家 〃 47 

㈱上海エクスプレ
ス 

リース債務 7 

台湾吉野家(股) 金融機関借入 
112 

(33百万NTドル)

ヨシノヤウエス
ト・インク 

   〃 
589 

(5.6百万USドル)

ＦＣ加盟者(80社) 仕入債務 10 

計 － 983 

被保証先 保証内容 金額（百万円）

ＦＣ加盟者(５社) 金融機関借入  57 

㈱石焼ビビンパ    〃  111 

㈱沖縄吉野家    〃  28 

㈱北海道吉野家 〃  35 

㈱上海エクスプレ
ス 

リース債務  2 

台湾吉野家(股) 金融機関借入 
 208 

(58百万NTドル)

ヨシノヤウエス
ト・インク 

   〃 
 267 

( 2百万USドル)

ＦＣ加盟者(67社) 仕入債務  10 

計 － 721 

  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は、77.0％
であり、一般管理費に属する費用のおおよその割合
は23.0％であります。主要な費目及び金額は、次の
とおりであります 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は、70.5％
であり、一般管理費に属する費用のおおよその割合
は29.5％であります。主要な費目及び金額は、次の
とおりであります。 

広告宣伝費 2,039百万円

消耗品費 901 

役員報酬 186 

給料手当 5,138 

貸倒引当金繰入額 169 

賞与引当金繰入額 628 

退職給付費用 293 

運賃保管料 1,841 

役員退職慰労引当金繰入額 71 

パート費 10,222 

地代家賃 5,694 

水道光熱費 2,113 

減価償却費 2,086 

広告宣伝費 1,663百万円

消耗品費 819 

役員報酬 197 

給料手当 4,956 

賞与引当金繰入額 774 

退職給付費用 267 

運賃保管料 1,739 

役員退職慰労引当金繰入額 45 

パート費 10,934 

地代家賃 5,927 

水道光熱費 2,247 

減価償却費 1,903 

※２ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま
す。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま
す。 

建物 182百万円

構築物 4 

機械及び装置 1 

工具、器具及び備品 23 

撤去費用他 67 

計 280 

建物 140百万円

構築物   12 

機械及び装置  0 

工具、器具及び備品 23 

撤去費用他 57 

計 235 

※３ 固定資産評価損の内訳は、次のとおりでありま 
  す。 

※３         ─────── 
           

     電話加入権           88                 

※４ 減損損失 ※４ 減損損失 

 当事業年度において当社は以下の資産グループについて
減損損失を計上しました。 

 当事業年度において当社は以下の資産グループについて
減損損失を計上しました。 

用途 種類 減損損失（百万円）

店舗   
(４店) 

建物、構築物、工
具、器具及び備
品、土地 

1,269 

賃貸資産 
(須田町ビル) 

建物、構築物、工
具、器具及び備
品、借地権 

666 

  計 1,935 

用途 種類 減損損失（百万円）

店舗   
(９店) 

建物、構築物、工
具、器具及び備品 

 109  

  計 109  

 当社は、減損会計の適用にあたり、主に店舗をキャッ
シュフローを生み出す最小単位としてグルーピングして
おりますが、工場、配送センター、営業管理等特定の店
舗に関連付けられない資産については、関連する事業部
の共有資産として、本社、寮及び福利厚生施設等につい
ては、全社資産としてグルーピングしております。 

 当社は、減損会計の適用にあたり、主に店舗をキャッ
シュフローを生み出す最小単位としてグルーピングして
おりますが、工場、配送センター、営業管理等特定の店
舗に関連付けられない資産については、関連する事業部
の共有資産として、本社、寮及び福利厚生施設等につい
ては、全社資産としてグルーピングしております。 

 



（リース取引関係） 

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額
と、使用価値を比較して、主として、使用価値により測
定しております。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準
に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出し
た金額を使用しております。使用価値の算出にあたって
は、将来キャッシュ・フローを7.87％で割引いて算出し
ております。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額
と、使用価値を比較して、主として、使用価値により測
定しております。正味売却価額は、主に不動産鑑定基準
に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出し
た金額を使用しております。使用価値の算出にあたって
は、将来キャッシュ・フローを6.78％で割引いて算出し
ております。 

    

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

      （単位 百万円）

  車輌運搬具   
工具、器具

及び備品 
  合計 

取得価額相

当額 
105   1,634   1,740 

減価償却累

計額相当額 
69   993   1,062 

期末残高相

当額 
36   641   678 

    （単位 百万円）

  車輌運搬具  
工具、器具

及び備品 
  合計 

取得価額相

当額 
79   1,099   1,178 

減価償却累

計額相当額 
61   731   792 

期末残高相

当額 
17   367   385 

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

同左 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 334百万円

１年超 343 

合計 678 

１年以内 231百万円

１年超 153 

合計 385 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

同左 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 446百万円

減価償却費相当額 446百万円

支払リース料 339百万円

減価償却費相当額 339百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年２月28日現在） 

 子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成18年２月28日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

 子会社株式 1,783 5,967 4,183 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）    

（流動資産）    

賞与引当金損金不算入額 259百万円

税務上の繰越欠損金 300  

その他 51  

繰延税金資産（流動）計 611  

（固定資産）    

貸倒引当金損金算入限度超

過額 
295
  

退職給付引当金損金不算入

額 
241
  

役員退職慰労引当金損金不

算入額 
181
  

投資有価証券評価損否認額 224  

減損損失損金不算入額 779  

子会社株式評価損否認額 644  

投資損失引当金否認額 191  

会員権評価損否認額 251  

その他有価証券評価差額金 195  

その他 96  

繰延税金資産（固定）小計 3,100  

評価性引当額 △2,229  

繰延税金資産（固定）合計 870  

（繰延税金資産の合計） 1,482  

（繰延税金資産）    

（流動資産）    

未払事業税 95百万円

賞与引当金損金不算入額 320  

その他 66  

繰延税金資産（流動）計 482  

（固定資産）    

貸倒引当金損金算入限度超

過額 
138
  

退職給付引当金損金不算入

額 
232
  

役員退職慰労引当金損金不

算入額 
196
  

投資有価証券評価損否認額 226  

減損損失損金不算入額 810  

子会社株式評価損否認額 790  

会員権評価損否認額 251  

その他有価証券評価差額金 146  

その他 122  

繰延税金資産（固定）小計 2,917  

評価性引当額 △2,149  

繰延税金資産（固定）合計 767  

（繰延税金資産の合計） 1,250  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 41.8％ 

（調整）    

評価性引当額 △39.3  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
△3.0

  

住民税均等割等 △6.9  

その他 △1.2  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△8.6

  

法定実効税率 40.6％ 

（調整）    

評価性引当額 △5.2  

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
7.2
  

住民税均等割等 12.4  

その他 △2.0  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
53.0
  



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）社債残高を期末の転換価額（165,000円）で除して得られた最大整数で表示しております。 

  
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１株当たり純資産額（円） 104,464 106,970 

１株当たり当期純利益金額又は１株
当たり当期純損失金額（△）（円） 

△5,134 1,128 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額（円）  

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失である
ため記載しておりません。 

          1,114 

  
前事業年度 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

当事業年度 
自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円)  △2,929 721 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 20 

（うち利益処分による役員賞与金） － 20 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
△2,929 701 

期中平均株式数（株） 570,488 621,776 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円）  － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－) (－) 

普通株式増加数（株） － 7,916 

（うち転換社債） (－) (7,916) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第２回新株引受権付社債(新株引

受権残高１億44百万円)、第１回

無担保転換社債型新株予約権付社

債（社債残高50億円）に付された

新株予約権（新株予約権の数

30,303個（注））及び新株予約権

４種類（新株予約権の数5,125

個） 

新株予約権４種類（新株予約権の

数4,170個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
 自 平成16年３月１日 
  至 平成17年２月28日 

当事業年度 
  自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日 

 ──────  当社は平成18年５月18日開催の取締役会において㈱はな

まるの株式5,755株を取得することを決議し、同日付けで

譲渡契約を締結いたしました。 

 なお、今回の取得により、同社は当社の持分法適用関連

会社から連結子会社になります。 

  

 （１）株式取得の概要 

    ①取得日  平成18年５月19日 

     ②取得株式数 5,755株（取得価額152百万円） 

    ③取得後の所有株式数 16,680株（51.0％） 

 （２）取得の目的 

      経営権の取得 

 （３）㈱はなまるの概要 

    ①代表者 代表取締役社長 前田 英仁 

    ②資本金 134百万円 

    ③所在地 東京都中央区銀座３－15－10 

    ④事業内容 本格的さぬきうどんチェーン「まんま

          るはなまるうどん」の直営店舗展開お

                   よびＦＣ店舗経営指導 

    ⑤売上高及び当期純損失 

 （平成17年12月期）

     売上高            7,564百万円 

      当期純損失           498百万円 

     ⑥総資産及び純資産 

  （平成17年12月31日現在）

      総資産           2,866百万円 

      純資産            261百万円 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱西友 

㈱フランチャイズアドバンテージ  

5,144,000 

615 

1,291 

110 

その他24銘柄 6,086,611 339 

小計 11,231,226 1,740 

計 11,231,226 1,740 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証 

券 

その他有

価証券 

11回日本電気㈱ 転換社債 2 1 

小計 2 1 

計 2 1 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証 

券 

その他有

価証券 

メガフロート（投資信託受益証券） 30,000 286 

  ＦＣベンチャー育成２号投資事業有限 

 責任組合 
30 226 

その他２銘柄  11 121 

小計 30,041 634 

計 30,041 634 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

      建物 

       新設店舗（吉野家33店）       473百万円   

資産の種類 
前期末残高

（百万円） 

当期増加額

（百万円） 

当期減少額

（百万円） 

当期末残高

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（百万円） 

当期償却額

（百万円） 

差引当期末残

高 

（百万円） 

有形固定資産              

建物 19,236 872 
397 

(92)
19,711 9,714 974 9,997 

構築物 1,955 36 
28 

(3)
1,963 1,371 86 591 

機械及び装置 1,855 70 8 1,917 1,515 91 402 

車両運搬具 17 － 4 13 12 0 0 

工具、器具及び備品 6,102 217 
225 

(13)
6,094 4,800 533 1,294 

土地 4,672 50 － 4,722 － － 4,722 

建設仮勘定 137 207 66 277 － － 277 

有形固定資産計 33,977 1,455 
731 

(109)
34,701 17,415 1,685 17,286 

無形固定資産               

営業権 284 128 － 413 198 82 215 

借地権 492 － － 492 － － 492 

商標権 50 4 4 49 32 4 16 

ソフトウェア 3,581 190 79 3,691 3,062 269 629 

電話加入権 2 0 － 2 － － 2 

その他 34 11 0 45 28 1 17 

無形固定資産計 4,445 335 85 4,695 3,322 356 1,373 

長期前払費用 3,704 139 193 3,650 1,364 273 2,285 

繰延資産 － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式は、32,082.2株であります。 

２ 別途積立金の当期減少額は、第48期利益処分に基づく取崩額であります。 

【引当金明細表】 

 （注）  貸倒引当金の当期減少額のうち目的使用以外の取崩額は、洗替181百万円及び回収による取崩24百万円、財

務内容の改善によるもの298百万円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円）  10,265 － － 10,265 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 注１ （株） (662,405) － － (662,405)

普通株式 （百万円） 10,265 － － 10,265 

計 （株） (662,405) － － (662,405)

計 （百万円） 10,265 － － 10,265 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 10,337 － － 10,337 

減資差益 （百万円） 24 － － 24 

合併差益 （百万円） 778 － － 778 

計 （百万円） 11,139 － － 11,139 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （百万円） 1,740 － － 1,740 

任意積立金           

別途積立金 注２ （百万円） 55,500 － 6,000 49,500 

計 （百万円） 57,240 － 6,000 51,240 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 818 131 19 504 425 

投資損失引当金 471 12 484 － － 

賞与引当金 641 790 641 － 790 

役員退職慰労引当金 446 45 6 － 485 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１ 資産の部 

(1)現金及び預金 

(2)売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）売掛金滞留状況 

 （注） 上記金額には、消費税等が含まれております。 

(3)商品 

区分 金額（百万円） 

現金 244 

預金の種類   

普通預金 19,860 

定期預金 42 

別段預金 48 

計 19,950 

合計 20,195 

相手先 金額（百万円） 

メガエフシーシステムズ㈱ 69 

㈱九州吉野家 57 

タニザワフーズ㈱ 51 

㈱アールワイフードサービス 38 

㈱ビー・エル・アイ 37 

その他 754 

計 1,008 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
Ｃ 

―――― 
Ａ＋Ｂ 

Ｄ÷
Ｂ 
―― 
12 

1,112 21,903 22,007 1,008 95.62 0.55カ月 

区分 金額（百万円） 

配送センター在庫 715 

店舗在庫 109 

計 824 



(4)製品 

(5)原材料 

(6)仕掛品 

(7)貯蔵品 

区分 金額（百万円） 

配送センター在庫 15 

ミートセンター在庫 6 

カミッサリーセンター在庫 1 

店舗在庫 11 

計 34 

区分 金額（百万円） 

原料肉他 2,544 

調味料他 4 

計 2,548 

区分 金額（百万円） 

白菜つけもの 1 

計 1 

区分 金額（百万円） 

備品 42 

商品券 1 

その他貯蔵品 2 

計 46 



(8)関係会社株式 

(9)差入保証金 

相手先 金額（百万円） 

㈱はなまる 3,708 

㈱九州吉野家 1,809 

㈱京樽 1,783 

㈱ピーターパンコモコ 1,315 

ヨシノヤアメリカ・インク 1,285 

㈱沖縄吉野家 327 

㈱石焼ビビンパ 127 

台湾吉野家(股) 110 

㈱北海道吉野家 98 

㈱ＭＲサービス 70 

㈱三幸舎ランドリーセンター 28 

㈱コンスタンツ 25 

㈱ポット・アンド・ポット 0 

㈱上海エクスプレス 0 

計 10,690 

相手先 金額（百万円） 

㈱西洋フードシステムズ 

（吉野家横浜西口店、吉野家お茶の水店） 
308 

㈱コンスタンツ 

（吉野家有楽町店、吉野家銀座三丁目店） 
181 

清水 武司 

（吉野家調布駅前店） 
152 

㈲オリエント 

（吉野家新橋烏森店） 
150 

㈱アルファオメガ 

（吉野家六本木六丁目店） 
144 

(宗)露天神社 

（吉野家お初天神店） 
139 

㈲ダヴィンチＯＦ４ 

（本社） 
139 

㈱Ｔ・Ｎ丸善ビル 

（吉野家駿河台店） 
128 

㈱依田商会 

（吉野家中目黒駅前店） 
109 

その他 8,074 

計 9,528 



２ 負債の部 

(1)流動負債  

買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ハンナン㈱ 409 

ハンナン食品㈱ 273 

仙波フーズ㈱ 194 

木徳神糧㈱ 122 

㈱神明 121 

伊藤忠商事㈱ 94 

その他 1,092 

計 2,307 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）新会社法の施行（平成18年５月１日）により、証券取引法第24条第１項の規定により有価証券報告書を提出して

いる会社については、決算公告は不要となりました（会社法第440条第４項）。 

決算期 ２月末日 

株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券、1,000株券 

中間配当基準日 ８月末日 

１単元の株式数 －株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

野村證券株式会社 全国本支店営業所 

名義書換手数料 無料 

新株券交付手数料 １枚につき100円＋印紙税相当額 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告。（注） 

ただし、電子公告によることができない事故その他のやむ得ない事由が

生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

株主に対する特典 

株主優待制度 

１ 株主優待の方法    １株以上10株未満の株主に対し3,000円相当

の、10株以上20株未満の株主に6,000円相当

の、20株以上の株主に12,000円相当の当社

店舗利用「サービス券」を２回贈呈。 

２ 対象株主       毎年２月末日及び８月末日現在の保有株式

数１株以上の株主 

３ 株主優待券の有効期限 発行日の属する月の月末より１年間 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第48期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月30日関東財務局長に提

出。 

(2)半期報告書 

 （第49期中）（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

      平成１７年５月２７日

株式会社吉野家ディー・アンド・シー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員
関与社員 

  公認会計士 村上 眞治  印 

  関与社員   公認会計士 久世 浩一  印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社吉野家ディー・アンド・シーの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社吉野家ディー・アンド・シー及び連結子会社の平成１７年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。   

  

  会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 (注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

      平成１８年５月２６日

株式会社吉野家ディー・アンド・シー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 村上 眞治  印 

  
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 久世 浩一  印 

  当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社吉野家ディー・アンド・シーの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

   当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社吉野家ディー・アンド・シー及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 (注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

      平成１７年５月２７日

株式会社吉野家ディー・アンド・シー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員
関与社員 

  公認会計士 村上 眞治  印 

  関与社員   公認会計士 久世 浩一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社吉野家ディー・アンド・シーの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第４８期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

吉野家ディー・アンド・シーの平成１７年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準の適用が認められることとなった

ため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

  会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

      平成１８年５月２６日

株式会社吉野家ディー・アンド・シー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 村上 眞治  印 

  
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 久世 浩一  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社吉野家ディー・アンド・シーの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４９期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

吉野家ディー・アンド・シーの平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 (注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。 
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